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基 

本 

目 
標 

１ 

 

第１章 基本目標１ 自分に合った生活場所と介護サービスの充実 
 

 

基本施策1－1 介護サービスの提供体制の整備 

 ① 特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）の整備推進 P.5６ 

 ② 地域密着型サービスの整備推進 P.5７ 

基本施策1－2 高齢者の住まいの確保 

 ① 高齢者の多様な住まいの確保 P.5９ 

基本施策1－3 介護サービスの質の確保 

 ① 介護サービス事業者への指導 P.６０ 

 ② 介護サービス相談員の派遣 P.６１ 

基本施策1－4 介護給付の適正化 

 ① 介護認定の適正化 P.６２ 

 ② ケアプランの点検 P.６３ 

 ③ 住宅改修などの点検 P.６４ 

 ④ 縦覧点検・医療情報との突合 P.6４ 

 ⑤ 介護給付費通知の実施 P.6５ 

基本施策1－5 介護人材の確保・定着および業務効率化に向けた対策 

 ① 介護人材の確保・定着および業務効率化に向けた対策 P.6６ 

基本施策1－6 災害や感染症対策に係る支援体制 

 ① 災害に対する備えの促進 P.6７ 

 ② 感染症に対する備えの促進 P.6８ 
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※令和 3(2021)年度開設予定を含む 

基本施策１－１ 介護サービスの提供体制の整備 
 

本市の高齢者人口は令和２２（２０４０）年度まで増加傾向にあり、介護サービス利用者につ

いても、今後、増加するとともに介護サービスの需要が多様化することが想定されます。 

そこで、介護が必要になった高齢者が住み慣れた地域での暮らしを継続できるよう、中長期

の人口構造や介護ニーズの変化を見据えた介護サービスの提供体制を整備します。 

在宅生活が困難になった高齢者のための特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）の整

備と、できる限り在宅生活や地域での生活を続けられるよう地域密着型サービスの整備を推進

します。 

このことにより、適切な介護サービスが利用できず介護者の負担が重くなることでやむを得ず

離職に至る、いわゆる「介護離職」の防止を図ります。 

 

施設系サービス、居住系サービス、在宅サービスの整備状況（令和2（2020）年度末時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

<谷津圏域> 
●● 
◆◆◆◆◆ 
■ 

<津田沼 
・鷺沼圏域> 
◆◆◆ 
■ 

<東習志野 
     圏域> 
●● 
◆◆◆◆◆ 
■■ 

谷津圏域 施設数 定員数 

●特別養護老人ホーム 2 190 

◆特定施設入居者生活介護 

（介護付有料老人ホーム） 
2 139 

◆認知症グループホーム 3 45 

■小規模多機能型居宅介護 1 29 

 

<屋敷圏域> 
●● 
◆◆ 

<秋津圏域> 
●●● 
◆◆ 

東習志野圏域 施設数 定員数 

●特別養護老人ホーム※ 2 180 

◆特定施設入居者生活介護 

（介護付有料老人ホーム） 
2 160 

◆認知症グループホーム 3 44 

■小規模多機能型居宅介護 1 29 

■定期巡回・随時対応型訪問介護看護※ 1 ‐ 

 

[種別凡例] 

●：施設系サービス ◆：居住系サービス 

■：在宅サービス 

屋敷圏域 施設数 定員数 

●特別養護老人ホーム 1 150 

●サテライト型 

 介護老人保健施設 
1 29  

◆特定施設入居者生活介護 

（介護付有料老人ホーム） 
1 51 

◆認知症グループホーム 1 9 

 秋津圏域 施設数 定員数 

●特別養護老人ホーム 

（うち地域密着型） 

2 

（1） 

200 

（20） 

●介護老人保健施設 1 200 

◆認知症グループホーム 2 18 

 

津田沼・鷺沼圏域 施設数 定員数 

◆特定施設入居者生活介護 

（介護付有料老人ホーム） 
1 48 

◆認知症グループホーム 2 36 

■小規模多機能型居宅介護 1 29 
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①特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）の整備推進  【担当部署：高齢者支援課】 

≪現状と課題≫ 

市内には、７２０床分の特別養護老人ホームが整備されています（令和３（２０２１）年度開設

予定を含む）。 

しかし、入所希望者（待機者）は年々増加を続け、令和２（２０２０）年７月時点で４２５人に達し

ています。入所希望に対して、早期に対応することは困難な状況です。 

 

特別養護老人ホームの整備状況（令和2（2020）年度末時点） 

日常生活圏域 床 数 （内）ユニット型 （内）従来型多床室 

谷 津 190 90 100 

秋 津  ※1 200 20 180 

津田沼・鷺沼       0 0 0 

屋 敷      150 150 0 

東習志野 ※2 180 90 90 

合 計 720 350 370 

※1 地域密着型特別養護老人ホーム（20床）を含む 

※2 令和3（2021）年度開設予定（100床）を含む 

 

≪今後の取り組み≫ 

自宅での生活が困難になった高齢者が、引き続き住み慣れた地域で安心して生活できるよ

う、特別養護老人ホームの整備を進めます。 

本市は都心に近く地価が高いことや、市域が狭く大規模な整備に適した用地が少ないことか

ら、公有地の活用も視野に入れた整備用地の確保に努めます。 
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②地域密着型サービスの整備推進  【担当部署：高齢者支援課】 

 

●認知症グループホーム（認知症対応型共同生活介護）の整備推進 

≪現状と課題≫ 

第７期計画では、１事業所（定員１８人）を整備し、合計１５２人分の整備が完了しました。 

しかし、多くの事業所で満員に近い状態になっています。 

 

認知症グループホームの整備状況（令和2（2020）年度末時点） 

日常生活圏域 事業所数 定員数(人) 

谷 津 3 45 

秋 津 2 18 

津田沼・鷺沼 2 36 

屋 敷 1 9 

東習志野 3 44 

合 計 11 152 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

認知症により自宅での暮らしが困難になった高齢者が、引き続き住み慣れた地域において家

庭的な環境の中で生活を続けられるよう、認知症グループホームの整備を進めます。 

認知症グループホームは、１事業所につき定員が18人以下と定められており、比較的小規模

な施設整備が可能です。民有地の活用が容易であると考えられるため、民間事業者からの提

案により、2事業所（定員合計36人）の新規整備を予定しています。 

 令和 3 

（2021）年度 

令和 4 

（2022）年度 

令和 5 

（2023）年度 

認知症グループホームの 

合計定員数（人） 
188（新規整備分：36） 
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●小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）の整備推進 

≪現 状≫ 

第７期計画では、小規模多機能型居宅介護事業所を１事業所（登録定員２９人）整備し、合

計８７人を受け入れる体制を整えました。 

 

小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護の整備状況（令和2（2020）年度末時点） 

事業種別 日常生活圏域 事業所数 
定員数（  ）内は

宿泊定員数（人） 

小規模多機能型居宅介護 

谷 津 1 29（ 7） 

津田沼・鷺沼 1 29（ 7） 

東習志野 1 29（ 9） 

看護小規模多機能型居宅介護 ― 0 0（ 0） 

合 計  3 87（23） 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

通いを中心に、宿泊・訪問といったサービスを組み合わせて柔軟に利用できる小規模多機能

型居宅介護または看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）の整備を進めることにより、

できる限り在宅生活や住み慣れた地域での生活が続けられるよう支援します。 

民間事業者からの提案により、１事業所（登録定員合計２９人）の新規整備を予定しています。 

 令和 3 

（2021）年度 

令和 4 

（2022）年度 

令和 5 

（2023）年度 

小規模多機能型居宅介護または 

看護小規模多機能型居宅介護の合計定員数（人） 
116（新規整備分：29） 

 

●定期巡回・随時対応型訪問介護看護の整備推進 

≪現 状≫ 

第７期計画では、１事業所を整備し、令和３（２０２１）年度に開設される予定です。 

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の整備状況（令和2（2020）年度末時点） 

日常生活圏域 事業所数 

東習志野 ※ 1 

※令和3（2021）年度開設予定 

 

≪今後の取り組み≫ 

高齢者の在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて、密接に連携をとっている介護職員と看

護師の定期的な訪問が受けられる定期巡回・随時対応型訪問介護看護の整備については、令

和３（２０２１）年度開設後のサービスの利用状況などを踏まえ、ニーズを把握していきます。  
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基本施策１－２ 高齢者の住まいの確保 
 

高齢者単身世帯や高齢者夫婦のみの世帯の増加、介護が必要な高齢者の増加が見込まれ

る中、身体や生活の状況に応じて入所ができるサービス付き高齢者向け住宅や有料老人ホー

ム等の高齢者向け住まいの確保が必要とされています。 

介護サービスを提供する施設のみならず、多様なニーズの受け皿となる高齢者向け住まいの適

切な供給を確保します。 

 

①高齢者の多様な住まいの確保  【担当部署：高齢者支援課】 

≪現 状≫ 

高齢者向けの住まいとして、サービス付き高齢者向け住宅、有料老人ホーム、軽費老人ホーム

（ケアハウス）等があり、個々の状況に応じて入居することができるようになっています。いずれも

生活相談や食事の提供などの生活上必要な援助のほか、一部の住まいでは介護サービスを併

せて提供することもあります（介護保険法における特定施設入居者生活介護）。 

平成２３（２０１１）年度に「高齢者の居住の安定確保に関する法律」（高齢者住まい法）の改

正により創設されたサービス付き高齢者向け住宅は、整備を促進するため、新築の翌年度から

５年度分の固定資産税の３分の２の額を減額する制度を適用しています（減額の要件がありま

す）。 
 

高齢者向け住まいの整備状況（令和2（2020）年度末時点） 

住宅の種類 定員数・戸数 

サービス付き高齢者向け住宅 116 戸 

有料老人ホーム（住宅型） 85 人 

有料老人ホーム（介護付） 398 人 

軽費老人ホーム（ケアハウス） 130 人 

養護老人ホーム 50 人 

シルバーハウジング 50 戸 

高齢者向け優良賃貸住宅 ※1 106 戸 

合 計 ※2 935 人 
※1 UR賃貸住宅において整備された住宅を含む 
※2 サービス付き高齢者向け住宅、シルバーハウジング、 

高齢者向け優良賃貸住宅は戸数1戸を1人とみなして計算 
 

≪今後の取り組みと目標≫ 

第７期計画から引き続き、高齢者人口（65歳以上）に対し、３％以上供給することを目指します。 

また、定期的に入居状況や介護サービスの提供状況を把握するとともに、未届けの有料老人

ホーム等を確認した場合には、積極的に千葉県に対し情報提供を行い、質の確保に努めていき

ます。 
 令和 3 

（2021）年度 
令和 4 

（2022）年度 
令和 5 

（2023）年度 

高齢者向け住まいの供給量 
※令和 5（2023）年度 
高齢者人口 42,016人（見込） 

高齢者人口（65歳以上）の 3％以上 
1,260人以上（見込） 
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基本施策１－３ 介護サービスの質の確保 
 

指定事業者に対する実地指導をはじめとし、介護サービス事業者への指導により、健全な事

業運営の確保に努め、保険給付の適正化を図ります。 

また、介護サービス提供の場に介護サービス相談員を派遣し、介護サービスの利用者や家族

の相談、不満や要望などを聴き、必要に応じて介護サービス事業者へ伝えることにより、サービ

スの改善や向上を図ります。 

 

①介護サービス事業者への指導  【担当部署：介護保険課】 

≪現状と課題≫ 

市内に所在する指定事業者に対し、指定有効期間の6年に1回の頻度で実地指導を実施し、

運営基準、人員基準、報酬内容などについて確認しています。加えて、介護保険法改正の際な

どに、集団指導を実施しています。 

また、必要に応じ、本市所在の千葉県指定事業者や他市所在の本市指定事業者、介護予

防・日常生活支援総合事業指定事業者についても、千葉県や他市町村と協力し、指導や監査

を実施しています。 

介護支援専門員（ケアマネジャー）が作成したケアプランの点検（P.6３）については、指導す

るにあたり、より専門的な指導体制が必要となっています。 

 

実地指導・集団指導の実施状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

指導対象事業所数 51 87 89 

実地指導実施事業所数（実地指導の実施率（％）） 10（19.6） 18（20.7） 18（20.2） 

集団指導実施回数（回） 0 2 0 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

指導担当職員を定期的に外部研修に参加させることで、専門的な知識の習得を図り、本市

指定の事業者に対する実地指導を指定の有効期間（6年間）内に1回以上実施します。 

また、集団指導も随時開催していきます。 

 令和 3 

（2021）年度 

令和 4 

（2022）年度 

令和 5 

（2023）年度 

指導対象事業所数 93 96 100 

実地指導実施事業所数（実地指導の実施率（％）） 16（17.2） 16（16.7） 17（17.0） 

集団指導実施回数（回） 1 1 1 
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②介護サービス相談員の派遣  【担当部署：介護保険課】 

≪現 状≫ 

介護サービスを提供する事業所に対し、市の委嘱する介護サービス相談員を派遣しています。 

介護サービス相談員は、介護サービス事業所と市との橋渡し役となって、利用者などの疑問

や不満、不安などの相談を受けるとともに、介護サービス相談員が気づいた点をサービス提供

事業者に伝えることにより、サービスの質の向上を図っています。 

また、介護サービス事業所、介護サービス相談員および保険者の三者の意見交換を重ねて、

サービスの質の改善につなげています。 

介護サービス相談員は、2人を１組として、1事業所につき2か月から3か月に1回訪問してい

ます。 

なお、介護サービス相談員の受入れについては、事業所の任意となっているため、すべての対

象事業所への派遣はできていません。 

 

介護サービス相談員の派遣状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

介護サービス相談員の派遣（人） 14 14 14 

受入れ事業所数 68 79 78 

介護サービス相談員の 

訪問回数（延べ）（回） 
656 661 562 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

対象事業所すべてに介護サービス相談員を派遣できるよう、介護サービス事業所および利用

者に周知を図っていきます。 

 令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

介護サービス相談員の派遣（人） 14 14 14 

受入れ事業所数 80 83 85 

介護サービス相談員の 

訪問回数（延べ）（回） 
672 672 672 
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基本施策１－４ 介護給付の適正化 
 

介護給付の適切なサービスの確保と費用の効率化を図るための介護給付費適正化事業と

して、介護認定の適正化、ケアプランの点検、住宅改修などの点検、縦覧点検・医療情報との突

合、介護給付費通知の5事業を実施します。 

十分な職員体制を整えるとともに、専門的な知識を習得する機会を増やします。 

 

①介護認定の適正化  【担当部署：介護保険課】 

≪現 状≫ 

介護保険の認定申請者の増加に伴い、認定調査件数および認定審査件数が増加していま

す。 

このような状況の中でも、全国の保険者との差が開かないよう平準化に向けて、研修の機会

を設けるとともに、一次判定から二次判定において判定が変わる率を表す変更率などを分析し、

適切かつ公平な要介護認定の確保に努めています。 

 

介護保険認定申請の受付状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

受付件数（件） 6,049 5,515 6,383 

 

一次判定から二次判定の変更率（令和元（2019）年 10月～令和2（2020）年 3月末） 

 重度変更率 軽度変更率 

習志野市 (％) 12.3 0.2 

千葉県 (％) 10.6 0.4 

差（ポイント） + 1.7 - 0.2 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

国の要介護認定適正化事業の業務分析データを活用して分析を行い、分析結果を認定調

査員・認定審査会委員に対する研修などにおいて共有し、介護認定の平準化を図ります。 

また、重度変更率については、千葉県とのかい離が0.5ポイント以内になることを目指します。 

 令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

重度変更率 

（千葉県とのかい離） 
― ― 0.5ポイント以内 
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②ケアプランの点検  【担当部署：介護保険課】 

≪現 状≫ 

居宅介護支援事業所などに対し定期的に実地指導を行い、ケアプランの点検を行っています。 

介護給付費の実績から介護給付適正化を推進するため、審査支払業務を委託している国保

連合会より介護給付費点検情報（医療情報と介護給付費の明細書の突合など）およびケアプ

ラン分析の情報などの提供を受け、個別に点検を行っています。 

また、訪問回数（生活援助）の多い訪問介護への対策として、提出されたケアプランについて、

必要に応じて地域ケア会議などで事例検討を行うことになっています。 

 

実地指導実施状況およびケアプラン点検状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

実地指導実施事業所数（居宅介護支援事業所） 2 11 11 

ケアプラン点検件数（件） 205 494 272 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

引き続き、居宅介護支援事業所などに対する実地指導において、ケアプランの点検および事

例検討を行っていきます。 

また、集団指導の中で、主任介護支援専門員などによるケアプラン作成能力の向上を目的と

した研修会などを実施し、サービスの質の向上と給付の適正化を図っていきます。 

 令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

実地指導実施事業所数（居宅介護支援事業所） 10 10 10 

ケアプラン点検件数（件） 200 200 200 

集団指導実施回数（回） 1 1 1 
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③住宅改修などの点検  【担当部署：介護保険課】 

≪現 状≫ 

住宅改修費の給付については、身体の状態から給付対象であるかどうか、改修内容が適正

であるか等を改修前の事前申請により改修可否を判定し、工事終了後の事後申請の書類審査

を経て給付しています。 

住宅改修費の給付については、必ず改修前の申請を受け、詳細な工事の内訳書や写真など

を添付することとし、工事内容が適正な改修であるかの点検を行います。改修後についても、写

真などを添付することで、確認しています。 

また、福祉用具の点検についても、給付対象であるかどうか、当該年度の支給限度額を超え

ていないか、同年度で同一種目の購入はないか、福祉用具の必要性などについて、書類審査を

経て給付しています。 
 

≪今後の取り組み≫ 

引き続き、住宅改修費および福祉用具の給付について、給付対象であるかどうか、内容が適

正であるか等を厳正に審査します。 

また、必要に応じて現地確認を行い、審査の過程で疑義が生じた場合は、建築専門職、リハ

ビリテーション専門職などへ確認を依頼します。 

 

④縦覧点検・医療情報との突合  【担当部署：介護保険課】 

≪現 状≫ 

国保連合会の介護給付適正化システムより提供される介護給付費点検情報を活用し、提供

されたサービスの整合性や算定回数・算定日、入院情報などを突合し、請求内容の誤りの早期

発見、医療と介護の重複請求の確認などを行い、誤った請求を訂正するための過誤申請につな

げています。 

 

縦覧点検などの実施状況（令和2（2020）年3月末時点） 

 令和元 
（2019）年度 

縦覧点検実施率（％） 13.5 

医療費突合実施率（％） 43.6 
 

≪今後の取り組みと目標≫ 

引き続き、介護給付費点検情報を活用し、提供された情報を突合し、請求誤り等を早期に発

見すること等によって、介護サービス事業者に対し適切にサービスを提供することを促すとともに、

費用の効率化に努めていきます。 

 令和3 
（2021）年度 

令和4 
（2022）年度 

令和5 
（2023）年度 

縦覧点検実施率（％） 70.0 80.0 90.0 

医療費突合実施率（％） 70.0 80.0 90.0 
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⑤介護給付費通知の実施  【担当部署：介護保険課】 

≪現 状≫ 

介護保険事業の適正な運営を図るため、介護保険サービスを利用した人に対し、3か月ごと

にサービスの利用状況や費用の支払い状況を記載した給付費通知を送付し、介護保険給付費

の適正な執行を図っています。 

介護給付費通知については、発送後、内容についての問い合わせが多数あることから、一定

の効果は得られていると捉えていますが、サービス利用者の増加に伴い、給付費通知件数が増

加しています。 

 

介護給付費通知報告書の通知状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

通知件数（件） 19,249 20,349 22,613 

 

≪今後の取り組み≫ 

引き続き、介護サービス利用者に対し定期的に給付費通知を送付することで、サービスの利

用状況、費用の支払い状況を提供し、介護保険制度の理解の一助とするとともに、介護給付費

の適正な執行を図っていきます。 
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基本施策１－５ 介護人材の確保・定着および業務効率化に向けた対策 
 

介護サービス事業所がサービス提供を行う上で、多くの事業所がマンパワー不足の悩みを抱

えており、今後、高齢者が増加し現役世代が減少していく中で、介護人材不足が懸念されます。

そのような中、介護サービス事業所の業務が軽減されるよう業務の効率化の観点から、介護分

野の文書に係る負担軽減や要介護認定を遅滞なく適正に実施するための体制整備が求めら

れています。 

介護人材の確保は、介護サービスを安定的に提供するのに欠かせない重要課題であり、中

長期的な視点からも確保につながるさまざまな支援策の充実に取り組んでいきます。 

 

①介護人材の確保・定着および業務効率化に向けた対策 【担当部署：介護保険課、高齢者支援課】 

≪現状と課題≫ 

介護予防・日常生活支援総合事業においては、平成30（２０１８）年度から人員基準などを

緩和したサービスや住民主体によるサービスを開始し、それら多様な主体によるサービスの担い

手を養成するため、市認定ヘルパー養成講座を実施し、受講修了者と事業所とのマッチング等

を行いました。 

しかしながら、多様な主体によるサービスの提供実績が少ない状況であり、今後、緩和した基

準によるサービスや住民主体による支援について、充実させていく必要があります。 

介護サービス事業所の介護人材の確保に対しては、国や千葉県から発せられる介護人材の

確保・定着に向けた各種情報を介護サービス事業所に対して周知すること等に努めていますが、

現状、十分な取り組みができているとは言えない状況です。 

介護サービス事業所の負担軽減の視点から検討されている介護分野に係る申請書類・手続

き等については、介護保険法施行規則の一部改正を受けて、指定申請様式の共通化や記載事

項の簡素化が図られ、現在、取り組みを進めているところです。 
 

≪今後の取り組み≫ 

国や千葉県から発せられる各種情報について、介護サービス事業所への周知に努めるととも

に、千葉県の補助金を活用し、介護職員初任者研修などの受講費用の一部を助成する等、介

護人材不足の解消に向けた取り組みを実施していきます。 

また、介護予防・日常生活支援総合事業においては、地域の高齢者の「通いの場」（P.13３）

や自主活動としてサービス活動を提供する住民団体、緩和した基準によるサービスを提供する

事業所の創出に努めるとともに、市認定ヘルパーと事業所とのマッチング等を促進することで、

介護サービスの安定的な確保を図ります。 

介護サービス事業所の負担軽減については、申請書類・手続き等の簡素化を引き続き進め

ていきます。 

また、今後、ますます増加することが見込まれる要介護認定を遅滞なく適正に実施するため、

ICTの活用などを検討していきます。  
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基本施策１－６ 災害や感染症対策に係る支援体制 
 

近年の災害発生状況や新型コロナウイルス感染症の流行を鑑みると、非常時に備えるため、

日頃から介護サービス事業所と連携することが重要です。 

本市の「地域防災計画」および「新型インフルエンザ等対策行動計画」との調和に配慮し、災

害や感染症に備えた体制が介護サービス事業所で整備されるよう支援していきます。 

 

①災害に対する備えの促進  【担当部署：介護保険課、健康福祉政策課】 

≪現状と課題≫ 

介護サービス事業所に対しては、国または千葉県から発せられる災害に関する通知文書を送

付し、周知啓発しています。 

水防法・土砂災害防止法に基づき、浸水想定区域や土砂災害警戒区域内の要配慮者利用

施設（特別養護老人ホーム、認知症グループホーム等）が円滑かつ迅速な避難の確保を図る

ために作成する「避難確保計画」は、一部の施設から報告がありました。 

また、「習志野市地域防災計画」に基づき、避難生活の長期化に対応するため、災害時に一

般の避難所で生活が困難な要配慮者が支障なく避難生活を送る施設を福祉避難所として指

定しています。福祉避難所を設置するまでの手順、設置した際の対応マニュアルに基づく避難

所の開設・運営を可能としておく必要があります。 

福祉避難所に指定されていない介護サービス事業所についても、介護保険法に基づき、非常

災害時に関する具体的計画を立て、定期的に避難などの訓練を行うこととなっていますが、訓練

の実施状況（避難経路、避難に要する時間の予測を含む）、物資の備蓄状況などについては把

握できていません。 

 

≪今後の取り組み≫ 

介護サービス事業所に対し、災害に関する情報などの周知啓発に努めるとともに、指定事業

者に対しては、災害に関する具体的計画の作成状況などを確認し、災害の種類別に避難に要す

る時間や避難経路などの確認を行うよう促していきます。 

また、定期的に食料、飲料水、生活必需品、燃料、その他の物資の備蓄・調達状況の確認を

実施していきます。 

水防法・土砂災害防止法に基づく浸水想定区域や土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施

設に対しては、「避難確保計画」の作成および避難訓練の実施を促していきます。 

福祉避難所については、指定した施設との事前協議を進め、連携を深めます。 
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②感染症に対する備えの促進  【担当部署：介護保険課】 

≪現状と課題≫ 

介護サービス事業所に対して、国または千葉県から発せられる感染症に関する通知文書や

感染症に備える研修の案内などを送付する等、感染症に対する周知啓発に努めています。 

新型コロナウイルス感染症に関しては、市内の介護サービス事業所の置かれた状況を把握し、

令和２（２０２０）年４月の緊急事態宣言発令以前より、庁内連携のもと、マスクや消毒液が不足

している介護サービス事業所に対して、物資を提供しました。 

今後は、感染症発生時に備えた平時からの事前準備や介護サービス事業所との連携体制を

構築することが必要です。 

 

≪今後の取り組み≫ 

引き続き、介護サービス事業所に対し、「新型インフルエンザ等対策行動計画」に基づく対策

の周知啓発に努めていきます。 

指定事業者に対しては、感染症が発生した場合でもサービスを継続できるような備えを促す

ため、感染症対策、発生時の協力体制などの確認および感染防護具、消毒液、その他の感染症

対策に必要な物資の備蓄・調達状況の確認を定期的に実施していきます。 

さらに、市内の施設におけるクラスター発生を防ぐための支援を検討します。 
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第２章 基本目標２ 安定した日常生活のサポート 
 

 

基本施策2－１ 高齢者相談センター（地域包括支援センター）の運営 

 ① 高齢者相談センターの運営 P.７２ 

基本施策2－2 介護予防・日常生活支援総合事業（介護予防・生活支援サービス事業） 

 ① 多様なサービスの担い手の創出 P.7５ 

 ② 訪問型サービス（第１号訪問事業）の提供 P.7６ 

 ③ 通所型サービス（第１号通所事業）の提供 P.7７ 

 ④ 介護予防ケアマネジメントによる支援 P.7８ 

基本施策2－3 医療と介護の連携体制の構築 

 ① 地域の医療・介護の資源の把握 P.７９ 

 ② 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 P.８０ 

 ③ 切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築 P.８０ 

 ④ 医療・介護関係者の情報共有の支援 P.８１ 

 ⑤ 在宅医療・介護連携に関する相談支援 P.８１ 

 ⑥ 医療・介護関係者の研修 P.８２ 

 ⑦ 地域住民への普及啓発 P.８２ 

 ⑧ 在宅医療・介護連携に関する関係市の連携 P.８２ 

基本施策2－4 認知症施策の推進 

 ① 認知症の人が暮らしやすいまちづくり P.8５ 

 ② 認知症高齢者介護相談の開催 P.8８ 

 ③ 認知症地域支援の推進 P.８９ 

基本施策2－5 高齢者の見守り 

 ① 緊急通報システムや地域での高齢者の見守り P.9３ 

 ② 災害時における避難支援 P.9４ 

基本施策2－6 高齢者の権利擁護 

 ① 高齢者の権利擁護 P.9５ 

 ② 消費者被害の防止 P.9６ 

 ③ 成年後見制度の利用支援 P.9７ 

 ④ 福祉サービスの利用援助 P.9９ 

基本施策2－7 高齢者が利用できる福祉サービス 

 ① 日常生活を支援するための事業 P.１００ 

 ② 高齢者への助成制度 P.１０３ 
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基本施策２－１ 高齢者相談センター（地域包括支援センター）の運営 
 

本市では、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を続けられるよう、各地域の身近な相談

窓口として、日常生活圏域ごとに1か所ずつ高齢者相談センターを設置しています。 

保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員などの専門職が連携し、どのような支援が必要

かを把握した上で、適切な保健・医療・福祉サービスや地域の支え合い活動などのあらゆる社

会資源による支援につなげ、心身の健康の保持および生活の安定のために必要な援助を行い

ます。 

また、地域の保健・医療・福祉などの関係機関・関係者や地域住民との連携を高め、ネットワ

ークの構築を進めます。 

※本市では、地域包括支援センターについて、気軽に相談できる場となるよう、 

平成27（2015）年8月から「高齢者相談センター」と親しみやすい呼称としています。 

 

高齢者相談センターの設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

谷津 
高齢者相談センター 

津田沼・鷺沼 
高齢者相談センター 

秋津 
高齢者相談センター 

 

東習志野 
高齢者相談センター 

屋敷 
高齢者相談センター 
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①高齢者相談センターの運営 【担当部署：高齢者支援課】 

≪現状と課題≫ 

本市では、高齢者相談センターの運営を社会福祉法人などに業務を委託し、高齢者本人や

その家族、地域の高齢者に関する困りごとに対応する業務を中心として、地域の介護支援専門

員（ケアマネジャー）への支援や、介護予防や生活支援サービス等の利用にかかる支援、給付

管理などのマネジメント業務などを行っています。 

また、在宅医療・介護連携推進事業、認知症総合支援事業、生活支援体制整備事業、地域ケ

ア会議なども行い、高齢者相談センターの機能の拡大・充実を図っています。 

しかし、複雑化・多様化する高齢者問題に対応するためには、さらなる専門性の確保や多方

面での連携が必要です。 

併せて、高齢者相談センターでは、地域包括ケアシステムの構築のために中核的機関として

取り組んでいますが、今後は、これまで蓄積されたネットワーク体制を強化し、地域課題に対応し

た取り組みや情報発信ができる運営が求められています。 

 

総合相談支援業務（手段別の相談状況）（各年度末時点） 

 
平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

電話相談（延べ）（件） 4,249 5,021 7,308 

所内相談（延べ）（件） 1,726 1,624 1,776 

訪問相談（延べ）（件） 3,242 3,354 3,160 

合 計 9,217 9,999 12,244 

 

ネットワーク構築に関する活動状況（各年度末時点） 

 
平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

活動件数（件） 909 969 948 

 
うち、地域ケア会議 
（圏域・個別）の開催数（回） 

24 19 24 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

引き続き、高齢者相談センターの運営に必要な人員体制の整備や関係機関との連携などを

図り、高齢者相談センターを中心に地域の自主団体活動の立上げや運営支援など、地域課題

に対応した取り組みを行っていきます。 

また、高齢者相談センターの質の向上を図るため、介護保険法で義務づけられた事業評価に

ついて、本市が重点的に取り組んできた「高齢者相談センターによる自己評価」や「市による事

業評価」、より客観的に評価を行う「第三者評価（外部評価）」を定期的に実施し、高齢者に対

する相談の専門機関として、機能の充実を図っていきます。 
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業務の一つである「地域ケア会議」については、地域住民を含めた多様な関係者の参加を

推進し、高齢者への適切な支援や地域で自立した生活を営むための検討を「圏域」および「個

別」で行っていきます（Ｐ．124）。 

生活支援体制整備事業では、第２層生活支援コーディネーターを中心に協議体を運営し、地

域資源の調整や新たな資源開発から地域づくりへとつながる具体的な検討を行い、高齢者の

介護予防・生活支援サービスの提供体制の整備を推進します。 

認知症総合支援事業では、認知症地域支援推進員を中心に地域での交流の場の開催や、

認知症初期集中支援チームとの連携による認知症の地域支援体制の構築に取り組んでいきま

す。 

これらの事業や地域のニーズに合わせた情報の発信、機関紙の発行を積極的に行う等、地

域における高齢者支援のネットワークづくりの強化に取り組んでいきます。 

 令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

地域ケア会議（圏域・個別）の開催数（回） 20 20 20 
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高齢者相談センターの行う業務 

●
包
括
的
支
援
事
業 

①総合相談支援業務 保健師や看護師、社会福祉士、主任介護支援専門員がさまざまな

相談に応じ、適切な保健・医療・福祉サービスおよび地域の支え合い

活動などのあらゆる社会資源につなげる等の支援を行っています。 

②権利擁護業務 高齢者などからの、虐待、成年後見制度、消費者被害などの相談

に応じるとともに、内容の周知・被害防止の啓発に努めています。対応

にあたっては、市役所担当課、成年後見センター、消費生活センターと

連携して業務にあたっています。 

③包括的・継続的ケアマネ

ジメント支援業務 
介護支援専門員（ケアマネジャー）と地域の関係機関との連携・協

働体制の整備やネットワークづくりを支援しています。 

また、随時、支援困難事例やサービス計画作成技術などの介護支

援専門員への個別指導や相談を行っています。 

④介護予防ケアマネジメン

ト業務 

介護予防・生活支援サービス事業対象者および要支援１、2の人に

対して、介護予防・日常生活支援を目的に、適切な介護予防・生活支

援サービスが効果的に提供されるようケアプランを作成し、定期的な

モニタリングにより業務評価・課題分析を行い、必要に応じてプランの

変更を実施しています。 

⑤在宅医療・介護連携推進

事業 
切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築を推進するため、

地域の医療・介護関係者との連携や、相談への対応を行っています。 

⑥生活支援体制整備事業 各高齢者相談センターに第２層生活支援コーディネーターを配置

し、生活支援サービスに関する地域のニーズ把握や地域資源の把握

に努め、高齢者などの地域住民の力などを活用した多様な生活支援

サービスの体制整備を推進する業務を市役所担当課と連携して行っ

ています。 

⑦認知症総合支援事業 各高齢者相談センターに認知症地域支援推進員を配置し、認知症

の早期における症状の悪化防止のための支援、その他認知症であ

る、またはその疑いがある人や、介護者・家族に対する総合的な支援

を行っています。 

また、地域での交流の場や「認知症サポーター養成講座」も開催し

ています。 

●多職種協働による地域包括支

援ネットワークの構築 

多職種協働による「地域包括支援ネットワーク」を構築し、介護サー

ビスに限らず、地域の保健・医療・福祉サービスやNPO法人、ボランテ

ィアによるインフォーマルサービス等のさまざまな社会資源と連携でき

る環境整備を行っています。 

●地域ケア会議の開催 個別ケースの支援内容の検討を通じて、介護支援専門員の高齢者

の自立支援に資するケアマネジメントの支援、高齢者の実態把握や課

題解決のための地域包括支援ネットワークの構築、地域課題の把握

に努めています。 

●指定介護予防支援業務 介護保険における予防給付の対象となる要支援者が、介護予防サ

ービス等が適切に利用できるよう、その心身の状況、その置かれてい

る環境などを勘案し、介護予防サービス計画を作成するとともに、当

該介護予防サービス計画に基づく指定介護予防サービス等の提供

が確保されるよう、介護予防サービス事業者などの関係機関と連絡

調整などを行っています。 
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基本施策２－２ 介護予防・日常生活支援総合事業（介護予防・生活支援サービス事業） 
 

本市では、平成29（２０１７）年度から介護予防・日常生活支援総合事業（以下、総合事業）

を開始し、要支援者など（排泄や食事はほとんど自分ひとりでできるものの、買い物など身の回

りの世話の一部に見守りや手助けを必要とするような高齢者）が、それぞれの状態に応じたサー

ビスを選択でき、また、地域において役割を果たすことにより、自立した日常生活を送り続けられ

るようにすることを目指しています。 

総合事業の介護予防・生活支援サービス事業には、訪問型サービス、通所型サービス、その

他の生活支援サービスがあり、これらのサービスは、総合事業開始以前の介護予防訪問介護

（ホームヘルプ）や介護予防通所介護（デイサービス）と同等のサービス（以下、従前相当サー

ビス）のほかにも、人員基準などを緩和したサービス（サービスA）や、住民が主体となって行う

日常生活の支援サービス（サービスB）、保健・医療の専門職による短期間のサービス（サービ

スC）等、さまざまな形態で提供することが可能となっています。 

総合事業のサービス提供と併せて、地域の実情に応じて、住民などの多様な主体が参画し、

多様なサービスを充実させることで、地域の支え合い体制づくりを推進していきます。 

また、サービス事業の対象者の拡大と単価の弾力化についても検討していきます。 

 

①多様なサービスの担い手の創出  【担当部署：高齢者支援課】 

≪現状と課題≫ 

第７期計画では、従前相当サービスや通所型短期集中予防サービスに加え、平成３０（２０１８）

年度から人員基準などを緩和したサービスや、住民主体によるサービスを開始しました。 

また、それら多様な主体によるサービスの担い手を養成する研修を実施し、修了者と事業所と

のマッチング等を行いました。 

しかし、多様な主体によるサービスの提供実績が少なく、緩和した基準によるサービスや住民

主体による支援について、充実させていく必要があります。 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

引き続き、地域の高齢者の「通いの場」（P.133）や自主活動としてサービス活動を提供する

住民団体、緩和した基準によるサービスを提供する事業所の創出に努めます。 

また、担い手を養成する研修の受講修了者と事業所とのマッチング等を行うことにより、緩和

した基準によるサービスの担い手などを確保し、十分な量・質のサービスを提供することを目指

します。 

 令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

多様な主体によるサービスの担い手を養成する
研修受講修了者と事業所とのマッチング（回） 

2 2 2 
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②訪問型サービス（第１号訪問事業）の提供  【担当部署：高齢者支援課】 

≪現 状≫ 

自宅を訪問し、身体介護や生活援助を行う以下のサービスを提供しています。 

・介護予防訪問型サービス（従前相当サービス） 

訪問介護員による身体介護や生活援助といった、従前の介護予防訪問介護（ホームヘル

プ）相当のサービス 

・生活援助訪問型サービス（サービスA） 

訪問介護員や市認定ヘルパーによる生活援助などのサービス 

・住民主体による訪問型サービス（サービスB） 

住民主体の自主活動として行う生活援助などのサービス 

 

サービスの提供状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

介護予防訪問型サービス（延べ）（人） 2,691 5,043 4,819 

生活援助訪問型サービス（延べ）（人） ― 0 17 

住民主体による訪問型サービスを 

提供する団体数 
― 0 0 

 

≪今後の取り組み≫ 

引き続き、サービスを提供します（サービスの見込み量はP.167、168）。 

住民主体の訪問型サービス提供団体の創出のため、担い手となり得る住民などとの協議を

進めます。 
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③通所型サービス（第１号通所事業）の提供  【担当部署：高齢者支援課】 

≪現 状≫ 

介護サービス事業所または体操や運動、趣味活動などを行う地域の高齢者の「通いの場」

（P.13３）等の活用も視野に入れた生活機能向上のための機能訓練、レクリエーション、入浴な

どを行う以下のサービスを提供しています。 

・介護予防通所型サービス（従前相当サービス） 

生活機能向上のための機能訓練など、従前の介護予防通所介護（デイサービス）相当の

サービス 

・運動機能向上ミニデイ型サービス、介護予防ミニデイ型サービス（サービスA） 

緩和した人員基準などによる運動・レクリエーション等のサービス 

・住民主体による通所型サービス（サービスB） 

地域の高齢者の「通いの場」を活用したサービス 

・通所型短期集中予防サービス（サービスC） 

生活機能を改善するための運動器の機能向上のプログラムを一定期間集中的に提供す

るサービス 

 

サービスの提供状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

介護予防通所型サービス（延べ）（人） 3,408 7,248 7,525 

運動機能向上ミニデイ型サービス、 

介護予防ミニデイ型サービス（延べ）（人） 
― 29 95 

住民主体による通所型サービスを 

提供する団体数 
― 0 0 

通所型短期集中予防サービス（人） 46 48 37 

 

≪今後の取り組み≫ 

引き続き、サービスを提供します（サービスの見込み量はP.169、170）。 

住民主体の通所型サービス提供団体の創出のため、担い手となり得る住民などとの協議を

進めます。 
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④介護予防ケアマネジメントによる支援  【担当部署：高齢者支援課】 

≪現 状≫ 

介護予防ケアマネジメントは、高齢者相談センターまたは同センターから委託を受けた居宅介

護支援事業所で実施しています。 

介護予防の目的である「高齢者が要介護状態になることをできる限り防ぐ」、「要支援・要介

護状態になっても状態がそれ以上に悪化しないようにする」ために、要支援者などの状態に応じ

たサービスが一体的かつ効率的に提供されるよう、ケアプランの作成などを通して支援していま

す。 

 

ケアマネジメントの実施状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

ケアマネジメント実施数（延べ）（人） 3,929 7,546 7,377 

 

≪今後の取り組み≫ 

引き続き、サービスの利用希望者が適切にサービスを利用できるよう支援します（サービスの

見込み量はP.171）。 
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基本施策２－３ 医療と介護の連携体制の構築 
 

本市では、平成27（２０１５）年度から地域支援事業における包括的支援事業として「在宅医

療・介護連携推進事業」を開始し、高齢者が疾患を抱えても、自宅などの住み慣れた生活の場

で療養し、生活を続けられるようにすることを目指しています。 

平成２９（２０１７）年度からは、４つの重点項目への対応策の検討と、地域の医療・介護関係

者の顔の見える関係構築のため、医療・介護関係の職能団体で構成する習志野在宅医療・介

護連携ネットワーク（通称「あじさいネットワーク」）が活動しています。 

＜重点項目＞ 

Ⅰ． 関係者の負担解消策の検討 

Ⅱ． 専門職を支える相談体制の構築 

Ⅲ． 在宅医療と在宅介護の切れ目ない提供を目指した、情報共有体制の強化 

Ⅳ． 家族の介護負担の軽減を目指した、介護サービス活用のための情報の充実 

あじさいネットワーク構成団体: 

習志野市医師会、習志野市歯科医師会、習志野市薬剤師会、 

習志野市訪問看護協議会、習志野連携の会、習志野市ケアマネ連絡会、 

習志野市リハビリテーション協議会、習志野保健所、エーザイ株式会社、 

高齢者相談センター、習志野市高齢者支援課（事務局） 

 

①地域の医療・介護の資源の把握  【担当部署：高齢者支援課】 

≪現 状≫ 

市内の医療・介護の資源として、医療関係機関や介護サービス事業所に関する情報を把握し、

市民をはじめ、医療・介護関係者に周知しています。 

令和元（２０１９）年度には、在宅医療に関する情報を収集した専門職向けの相談先ガイドを

作成しました。 

 

≪今後の取り組み≫ 

国の地域包括ケア「見える化」システムや、ちば医療なび等の市以外による情報サービスを

活用しながら、個別の医療関係機関や介護サービス事業所の役割などの連携にあたって必要

な情報の収集と関係者間での共有を図ることで、重点項目Ⅱ、Ⅲ、Ⅳの実現を目指します。 

また、国や千葉県から提供される在宅医療・介護に関するデータを分析することで、医療関係

機関や介護サービス事業所の資源量とサービスの必要量の現状把握に努めていきます。 
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②在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討  【担当部署：高齢者支援課】 

≪現 状≫ 

平成２８（２０１６）年に、本市の医師会、歯科医師会、薬剤師会および訪問看護協議会などを

対象に実施したアンケート調査と分析に基づいて、在宅医療・介護連携の課題の抽出を行い、

そこから導いた重点項目に対する対応策の検討のため、「あじさいネットワーク」と、それに伴う

部会を随時開催しています。 

 

≪今後の取り組み≫ 

引き続き、あじさいネットワークで意識の共有を図りながら、課題の対応策の検討を進めます。 

 

③切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築  【担当部署：高齢者支援課】 

≪現 状≫ 

在宅医療については、一部の医療機関、歯科医療機関、薬局、訪問看護事業所により、訪問

診療などが提供されています（下表「市内で在宅医療を提供する医療関係機関の数」参照）。 

また、地域の医療機関の医療ソーシャルワーカーによる団体で、あじさいネットワークにも参画

している「習志野連携の会」では、退院支援に重点を置いた連携についての勉強会などが毎月

開催されています。 

令和元（２０１９）年１０月には、習志野市医師会が中心となり、千葉県在宅医療スタートアッ

プ支援事業・入退院支援事業を活用した「入退院支援推進委員会」が発足し、本市も構成団

体として参画しています。 

 
市内で在宅医療を提供する医療関係機関数（令和2（2020）年10月時点） 

日常生活圏域 医 科 歯 科 薬 局 訪問看護 

谷 津 7 14 12 2 

秋 津 7 4 2 1 

津田沼・鷺沼 8 8 15 2 

屋 敷 7 8 11 3 

東習志野 4 6 4 3 

合 計 33 40 44 11 

（資料）ちば医療なび 千葉県医療情報システム 

 

≪今後の取り組み≫ 

在宅医療における医師などの時間的拘束といった負担は、切れ目のない在宅医療の提供体

制を構築する上で大きな障壁となっていますが、あじさいネットワークにおいて、在宅医療・介護

の最前線で携わる多職種間にて現実的な解決策について検討を行い、重点項目Ⅰの実現を

目指します。 

また、入退院支援推進委員会に参画することで、既存の連携ツールやルールを整理し、重点

項目Ⅲの実現を目指します。  
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④医療・介護関係者の情報共有の支援  【担当部署：高齢者支援課】 

≪現 状≫ 

あじさいネットワークでは、千葉県の地域連携シートや医師会が運用しているICTシステムの

活用のほか、地域から病院への書類の提出先などをまとめた専門職向けの相談窓口ガイドを

作成し、医療・介護関係者の円滑な情報共有を支援しています。 

また、船橋市および習志野市ならびに、医師会および医療・介護関係者が、心臓病をもつ住

民の健康保持・増進のために組織した「船橋習志野心不全協議会」に参加しています。 

 

≪今後の取り組み≫ 

医師会を中心として利用しているICTシステムに限らず、千葉県やその他の民間組織が開

発・利用を勧めているツールの情報も把握する等、あじさいネットワークにおいて、多職種・多機

関における情報共有のあり方を検討することで、効果的・効率的な情報共有に必要な支援を実

施し、重点項目Ⅲの実現を目指します。 

 

 

⑤在宅医療・介護連携に関する相談支援  【担当部署：高齢者支援課】 

≪現 状≫ 

在宅医療・介護連携の推進にあたっては、地域の医療・介護関係者からの相談にも対応する

ことが求められており、それが結果として、本人やその家族が在宅で安心して住み慣れた地域

で暮らしていくことにつながります。このような相談は、医療・介護連携の総合相談窓口として、

高齢者相談センターが応じています。 

また、市内の大きな病院では、医療ソーシャルワーカーが退院後の在宅生活に向けた相談や

支援を行っています。 

令和元（２０１９）年度には、相談に応じた医療関係者と介護関係者の連携調整や地域資源

の紹介がよりスムーズに行えるように、専門職向けの相談窓口ガイドを作成し、関係機関へ配布

しました。 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

相談窓口ガイドの情報を更新していき、重点項目Ⅱの実現を目指します。 

 令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

高齢者等実態調査で、 

高齢者相談センターが果たしている役割を 

「多職種連携マネジメント」と回答した 

事業者の割合（％） 

― 25.0 ― 
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⑥医療・介護関係者の研修  【担当部署：高齢者支援課】 

≪現 状≫ 

医療・介護連携推進のための多職種研修会をあじさいネットワーク構成団体である医師会お

よびエーザイ株式会社と共催しています。講義やグループワークを通して、医師、歯科医師、薬剤

師、看護師、医療ソーシャルワーカー、リハビリテーション職、介護支援専門員（ケアマネジャー）、

高齢者相談センター、行政など多職種にわたる関係者が意見交換を行い、「顔が見える関係づ

くり」を構築してきました。 

また、地域ケア会議では各圏域の高齢者相談センターが中心となり、地域の医療関係者、介

護関係者、地域住民、行政関係者が具体的な事例を議論し、地域課題を抽出するための会議

を開催しています。 

 

≪今後の取り組み≫ 

引き続き、顔の見える関係を構築しながら、事例検討や講義といった研修を通して連携強化

を支援し、重点項目ⅡやⅢの実現を目指します。 

 

⑦地域住民への普及啓発  【担当部署：高齢者支援課】 

≪現 状≫ 

あじさいネットワーク監修のもと、在宅医療・介護連携の啓発を行うためのパンフレットを作成

し、市民への健康教育の機会に配布しています。また、ホームページにもパンフレットの内容を掲

載しています。 

 

≪今後の取り組み≫ 

医療や介護が必要となった場合にも、在宅で本人の希望に沿った生活が実現できるよう、必

要な準備や予備知識などに焦点をあてた市民向けのパンフレットの配布を行い、高齢者相談セ

ンターと連携しながら住民へ普及啓発をしていくことで、重点項目Ⅳの実現を目指します。 

 

⑧在宅医療・介護連携に関する関係市の連携  【担当部署：高齢者支援課】 

≪現 状≫ 

東葛南部６市（市川市、船橋市、習志野市、八千代市、鎌ケ谷市、浦安市）において、会議を

年２回開催し、意見交換・情報交換を行いながら連携しています。 

また、年３回実施される船橋・習志野心不全協議会においても、意見交換・情報交換を行い

連携しています。 

 

≪今後の取り組み≫ 

引き続き、東葛南部６市の取り組み状況を把握しながら、意見交換・情報交換を行い、重点項

目Ⅰ、Ⅱ、Ⅲの実現を目指します。 
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在宅医療・介護連携推進事業の工程（概要） 

 平成27 

(2015) 

年度 

平成28 

(2016) 

年度 

平成29 

(2017) 

年度 

平成30 

(2018) 

年度 

令和元 

(2019) 

年度 

令和２ 

(2020) 

年度 

令和３ 

(2021) 

年度 

令和４ 

(2022) 

年度 

令和５ 

(2023) 

年度 

①地域の医療・介護の資源

の把握 

         

②在宅医療・介護連携の課

題の抽出と対応策の検

討 

         

③切れ目のない在宅医療

と介護の提供体制の構

築 

         

④医療・介護関係者の情報 

 共有の支援 

         

⑤在宅医療・介護連携に関 

 する相談支援 

         

⑥医療・介護関係者の研修 

         

⑦地域住民への普及啓発 

         

⑧在宅医療・介護連携に関 

する関係市の連携 

         

 

 

 

  

情報の収集と共有・更新（随時） 情報の収集と共有・更新 

 

課題の抽出 対応策の検討（随時） 

体制の推進 
体制の構築・ 

ルールの整理 

ツールの検証 ツールの検証・情報収集（随時） 

高齢者相談センターによる相談・連携 

 

媒体作成・配布 

 

普及啓発 

東葛南部 6市との連携 

研修の実施 

対応策の検討（随時） 
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基本施策２－４ 認知症施策の推進 
 

高齢化の進展に伴い、認知症の人は増加していくと見込まれており、国の推計では、令和７

（2025）年には高齢者の5人に1人が認知症になると言われています。 

認知症は早期に気づいて診断・治療を行い、適切に対応することで、症状の改善や進行を遅

らせることができる場合もあります。 

また、症状が軽いうちであれば、今後どのように生活していくのか等、相談機関を利用して、専

門職の意見を聞きながら話し合うことで、将来の生活の準備をすることができます。 

しかし、認知症に対する知識・理解が不足していると、早期発見することができず、症状が進

行し、結果的に本人だけでなく、周囲の人も対応が難しくなることもあります。 

本市では、認知症施策推進大綱に基づき、認知症の人ができる限り地域のよりよい環境で

自分らしく暮らし続けることができるようにするため、施策を進めていきます。 

認知症に関する知識の普及啓発に取り組むことで、認知症の早期発見と早期対応につなげ

るほか、認知症地域支援推進員による認知症相談支援体制を充実させ、医療・介護の関係者

をはじめ、地域住民も含めたネットワークの構築に努めます。 

また、認知症サポーター養成事業や認知症サポート事業所・団体等登録事業（認知症カフェ

を含む）、習志野市高齢者見守りネットワーク事業などにかかわる市民および市内事業所など

に認知症への理解を広め、地域で支えられながら生活し続けることができるサポート体制を整

備していきます。 

 

認知症の人を支える連携体制イメージ 
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①認知症の人が暮らしやすいまちづくり  【担当部署：高齢者支援課】 

 

●認知症サポーター、キャラバン・メイトの養成と活動支援 

≪現状と課題≫ 

認知症の人やその家族が安心して暮らしやすいまちを目指して、認知症を正しく理解し、地域

で見守り支援を行う認知症サポーターを養成する「認知症サポーター養成講座」を開催してい

ます。認知症サポーター養成講座は、事業所や地域での開催などが浸透してきており、第７期計

画では若年層の参加にも力を入れ、市教育委員会などと連携し、学校での開催に努めました。 

認知症サポーターの地域での活動を支援するため、さらなるフォローアップ講座の充実が必

要となっています。 

また、認知症サポーター養成講座の講師となる「キャラバン・メイト」の人材確保にあたっては、

千葉県主催の養成研修と歩調を合わせて強化を図っています。キャラバン・メイトの活動支援・

意欲向上については、情報交換や研修を目的としたキャラバン・メイト連絡会を実施しているほ

か、高齢者相談センターにおいても支援に取り組んでいます。 

今後、高齢者相談センターや認知症地域支援推進員、キャラバン・メイト等、認知症にかかわ

る人材および事業所などの連携を強化し、認知症サポーターの地域活動支援の方向性や具体

的な取り組みついての検討が急務となっています。 

 

認知症サポーター養成講座の実施状況（各年度末時点） 

 平成29 
（2017）年度 

平成30 
（2018）年度 

令和元 
（2019）年度 

実施回数（回） 31 44 38 

受講者数（延べ）（人） 946 1,255 1,099 
 

教育機関における認知症サポーター養成講座の実施状況（各年度末時点） 

 平成29 
（2017）年度 

平成30 
（2018）年度 

令和元 
（2019）年度 

実施学校数（校） 2 4 5 

受講者数（延べ）（人） 279 399 589 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

認知症サポーター養成講座やフォローアップ講座、キャラバン・メイト連絡会などの開催につ

いては、会場の広さに合わせた小規模の開催など、市民のニーズに応じた実施方法により、充

実を図ります。 

認知症サポーターについては、地域における支え手としての活動意向を確認しながら、フォロ

ーアップ講座の受講、認知症カフェやつどいの場への参加をサポートしながら、認知症施策推

進大綱の最終年度である令和７（２０２５）年度を見据え、認知症地域支援推進員を中心に認

知症にかかわる人材と連携し、地域における認知症のサポート体制の構築に取り組みます。 
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また、認知症サポーター養成講座の講師であるキャラバン・メイトの確保については、認知症

サポーターを増やし、地域に認知症への理解を浸透させる上で重要であることから、引き続き、

取り組みを継続します。 
 

令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

認知症サポーター養成講座 

受講者数（人） 
500 500 500 

認知症サポーター養成講座 

実施教育機関数（校） 

増加 

（前年度比） 

増加 

（前年度比） 

増加 

（前年度比） 

 

 

●認知症サポート事業所登録制度 

≪現 状≫ 

平成27（２０１５）年度から、認知症サポーターがいる事業所を認知症の人とその家族を支援

する「認知症サポート事業所」として登録し、ホームページ等で公表するとともに、その証明とし

てステッカーを交付しています。 

 

認知症サポート事業所の登録状況（各年度末時点） 
 

平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

登録事業所数 46 53 65 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

第８期計画においても、取り組みを継続します。 

登録事業所の拡大を図るため、習志野市高齢者見守り事業者ネットワークの協定締結事業

者（P.１３２）との連携を図ります。 
 

令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

登録事業所数 80 90 100 

  

認知症サポート事業所ステッカー 
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●認知症ケアパスの作成 

≪現 状≫ 

認知症地域支援推進員やあじさいネットワークを中心とした市内医療・介護関係者からの協

力を得て、「認知症ではないか」という気づきの段階から、相談の流れや認知症の進行度（状態）

に応じた、適切な受診と利用できるサービス等の目安を示したリーフレット「認知症ケアパス」を

作成しました。 

市役所窓口（高齢者支援課）、高齢者相談センター、市内医療機関などのほか、毎年開催し

ている認知症シンポジウムの来場者に対して配布し、周知に努めています。 

 

認知症ケアパスの発行状況（各年度末時点） 
 

平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

発行数（部） 9,500 10,000 8,000 

 

≪今後の取り組み≫ 

認知症への理解を広め、個別の相談対応にも活用できるよう、さらなる充実に努めます。 

 

●世界アルツハイマー月間における啓発活動 

≪現 状≫ 

毎年、9月の世界アルツハイマー月間の関連事業として、以下の市民啓発活動を行っていま

す。 

令和2（２０２０）年度においては、新たな啓発活動として、市役所庁舎内を認知症支援のイメ

ージカラーであるオレンジ色で装飾し、来庁者への周知に努めました。 

・認知症シンポジウムの開催 

・認知症ケアパスの作成・配布 

・認知症啓発活動への協力 

「メモリーウオーク」（市民まつりパレード）の参加 

「RUN伴」（毎年5月～11月の全国縦断企画）の参加 

・認知症の人と家族の会千葉県支部主催 駅前街頭行動への参加 

 

認知症シンポジウムの参加状況（各年度末時点） 
 

平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

参加者（人） 340 400 180 
 

≪今後の取り組み≫ 

第８期計画においても、取り組みを継続します。 
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②認知症高齢者介護相談の開催  【担当部署：高齢者支援課】 

≪現 状≫ 

精神科医師による、認知症または認知症の疑いがある本人や介護者への相談を行いました。 

自身や家族の認知機能低下に不安がある人、対応に困っている人など個々の状況に応じて、

医療面と併せて介護・福祉サービスの活用につながる助言を行うとともに、支援が継続されるよ

う関係機関との連携を図っています。 

認知症の疑いがある本人に受診を勧める場合、正確に情報伝達されるか課題となっていたこ

とから、令和２（２０２０）年度より、相談者への適切な医療・介護サービスを提供するため、「千

葉県オレンジ連携シート」を使用し、医療機関へ情報提供を行っています。 

 

認知症高齢者介護相談の実施状況（各年度末時点） 
 

平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

開催回数（回） 15 16 14 

相談件数（延べ）（人） 27 28 22 

 

≪今後の取り組み≫ 

第８期計画においても、取り組みを継続します。 
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③認知症地域支援の推進  【担当部署：高齢者支援課】 

 

●認知症地域支援推進員による取り組み 

≪現状と課題≫ 

認知症地域支援推進員は、認知症に関する知識の普及啓発や認知症ケアパスの作成、認知

症の人とその家族への相談支援、医療機関・介護サービス事業者および地域ボランティアの連

携強化などにより、支援体制の構築と認知症ケアの向上を図る取り組みを行っています。 

平成２９（２０１７）年度から、認知症地域支援推進員を各高齢者相談センターへ配置し、認知

症に関する知識の普及啓発として、認知症ケアパスの見直しを行い、また、認知症初期集中支

援チームと連携し、支援体制の構築に取り組みました。 

さらなる知識の普及啓発にあたっては、認知症の人とその家族の協力のもと、当事者が直接

発言できる場を創出する等、認知症の理解や支援につながる仕組みを構築する必要があります。 

 

≪今後の取り組み≫ 

認知症施策推進大綱に基づき、支援体制の強化を図る中で、発症や進行を遅らせることも視

野に入れ、引き続き、認知症に関する知識の普及啓発や認知症の人とその家族への相談支援

の充実を図ります。 

また、これらにかかわる人材および関係機関・団体などとの連携や、認知症サポーター養成事

業を通して、認知症への理解を広め、認知症の人やその家族が希望をもって暮らし続けることの

できる地域づくりを重要課題として取り組みます。 
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●認知症初期集中支援チーム 

≪現状と課題≫ 

認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続

けられるようにするため、認知症の人やその家族に早期にかかわる「認知症初期集中支援チー

ム」（以下、支援チーム）を設置し、認知症の早期診断・早期対応に向けた支援体制を構築しま

した。 

支援チームは、平成２９（２０１７）年度にモデルチームを発足、平成30（２０１８）年度から本格

稼働し、令和元（２０１９）年度からはチーム数を増やし、西部、東部の2チームで稼働しています。 

支援の充実を図るため、介護保険運営協議会において、支援チームの活動状況について報

告・協議しています。 

高齢化率の上昇に伴い、認知症の人の増加が見込まれており、困難事例などにおいても、早

期支援・早期対応できる体制整備などのさらなる充実が必要です。 

 

認知症初期集中支援チームによる支援対応状況（各年度末時点） 

 平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

支援対応件数（件） 7 5 

 前年度からの継続件数（件） 3 0 

年度内に支援対応を終了した件数（件） 7 3 

  支援対応を終了した人のうち、 

医療・介護サービスにつながった件数・割合（件・％） 
6（85.7） 3（100.0） 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

支援チームについて、広報習志野やホームページ等で、市民への周知に努めます。 

支援チームは、認知症の人やその家族から相談を受けた高齢者相談センターからの連絡で

支援を開始するため、支援チーム員と高齢者相談センターとの情報共有が重要です。役割分担

の明確化を図り、円滑な支援を目指します。 

また、介護保険運営協議会において、支援チームの活動状況について報告・協議し、適正な

体制の整備に努めます。 

 令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

支援対応を終了した人のうち、医療・介護 

サービスにつながった件数の割合（％） 
65.0以上 65.0以上 65.0以上 
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認知症初期集中支援チームによる支援の流れ 
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●認知症カフェ（ならしのオレンジテラス） 

≪現状と課題≫ 

認知症の人とその家族が、地域の人や医療と介護の専門職などと集い、歓談や相談ができ

る場として、平成２７（２０１５）年度に「認知症カフェ」を設置しました。 

第７期計画では、身近な地域で認知症カフェの開催ができるよう、多様な設置・運営に向けた

体制の構築を目指すため、令和元（２０１９）年度に委託事業から補助事業へ移行し、設置要件

を緩和しました。 

地域の人や医療と介護の専門職などと集うという開催方法以外にも、認知症の人が主体的

に発信ができるような取り組みが求められており、本人とその家族を支える新しい認知症カフェ

のスタイルについて、検討する必要があります。 

本市では、認知症カフェのうち、習志野市認知症サポート事業所・団体登録事業実施要領に

基づき、登録を行っている認知症カフェを「ならしのオレンジテラス」と呼んでいます。 

 

認知症カフェの開催状況（各年度末時点） 

 
平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

設置数（か所） 5 5 4 

開催回数（回） 60 60 42 

参加者数（人） 1,661 1,717 1,306 

 

≪今後の取り組み≫ 

認知症カフェの運営スタッフとともに、課題となっている認知症本人の発信の仕方を本人とそ

の家族とともに話し合う等、新たな開催方法について検討します。 

高齢者相談センターでは、今後の開催方法への相談対応や運営サポートを行うほか、認知症

の人やその家族が身近な地域で気軽に立ち寄れる場として、認知症カフェの立ち上げについて、

民間団体などに働きかけを行い、拡大を目指します。 
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基本施策２－５ 高齢者の見守り 
 

高齢者単身世帯などの増加に伴い、高齢者に対する見守りの必要性は増している一方で、

地域との関係の希薄化・閉じこもりがちな高齢者の増加などにより、個々に対してまんべんなく

見守りを行うことが難しくなっています。 

このような状況の中、緊急通報システム等による見守りや、地域で行われる見守り等を重層

的に行うとともに、災害時や行方不明時といった緊急時の対応の体制を整えることにより、高齢

者がいつまでも住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、支援していきます。 

 

①緊急通報システムや地域での高齢者の見守り  【担当部署：高齢者支援課】 

 

●緊急通報サービス事業 

≪現 状≫ 

緊急時に非常通報ボタンを押すだけで、受信センターに通報することができる端末機器（固

定型または携帯型）を貸与しています。受信センターでは、24時間365日体制で急病や健康上

の相談などに応じ、必要時には本人に代わって消防に通報します。 
 

≪今後の取り組み≫ 

第８期計画においても、取り組みを継続します。 

 

●徘徊高齢者家族支援事業 

≪現 状≫ 

認知症などにより、道に迷うことのある高齢者に対して、位置情報探索機を貸与し、高齢者の

安全を確保するとともに、介護者の精神的負担を軽減するサービスです。 

利用料の一部を助成することで、介護者の経済的負担の軽減も行っています。 
 

≪今後の取り組み≫ 

第８期計画においても、取り組みを継続します。 

 

●高齢者見守りネットワーク事業 

≪現 状≫ 

民生委員・児童委員、高齢者相談員を含む地域住民や高齢者宅を訪問する機会がある事業

者などが、身近な地域に住む高齢者の異変を感じた際に、高齢者相談センターへ連絡・相談す

ることにより、高齢者をゆるやかに見守る「高齢者見守りネットワーク事業」を推進しています。 
 

≪今後の取り組み≫ 

第８期計画においても、取り組みを継続します。 
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●習志野市SOSネットワーク 

≪現 状≫ 

認知症などにより行方不明となった高齢者を速やかに発見するため、警察、消防と連携し、緊

急情報メールの配信、習志野市公式ツイッターによる情報配信、防災行政無線の放送などによ

り市民などに呼びかけることで情報収集を行い、早期発見に努めています。 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

習志野市SOSネットワークにより、行方不明高齢者全員の発見を目指します。 
 

令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

習志野市SOSネットワークにより 

発見できない行方不明高齢者の数（人） 
0 0 0 

 

 

②災害時における避難支援  【担当部署：健康福祉政策課】 

 

●避難行動要支援者支援事業 

≪現 状≫ 

災害時に迅速な安否確認、避難支援および救護活動をするため、要介護認定を受けている

人や障がいのある人など、一人では避難することが困難な人について把握し、円滑な支援がで

きるよう民生委員・児童委員、高齢者相談員の協力を得て、避難行動要支援者名簿および避難

支援計画書を作成しています。 

計画書には、本人同意を得た上で、災害発生後の避難方法、かかりつけ医、服薬の種類など

を記載しています。 

 

≪今後の取り組み≫ 

第８期計画においても、取り組みを継続するとともに、自助・共助・公助による円滑な安否確認、

避難支援ができるよう、「災害時における要配慮者支援マニュアル」に基づく運用の周知に努

めます。 
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基本施策２－６ 高齢者の権利擁護 
 

高齢者が判断能力の低下によって、生活に必要なサービス（介護保険など）が受けられなく

なることを防ぎ、虐待による人権侵害や消費者被害などから守るため、さまざまな支援を行いま

す。 

また、金銭管理や生活上に必要な法律行為を支援する成年後見制度を適切に利用できるよ

う、「成年後見センター」の機能強化を図ります。 

 

①高齢者の権利擁護  【担当部署：高齢者支援課】 

≪現 状≫ 

本市をはじめ、高齢者相談センターおよび成年後見センターでは、高齢者の相談窓口として

権利擁護や成年後見制度に関する相談に応じ、制度に関する情報提供や関係機関の紹介を行

うことで、高齢者やその家族が孤立することのないように支援しています。 

また、介護負担から虐待へと発展することを防ぐため、関係機関が相互に協力し、虐待の早

期発見・早期対応を行っています。 

なお、本市では、環境上および経済的な理由により、自宅での生活が困難な高齢者が入所し

て養護を受ける施設として、「養護老人ホーム白鷺園」（定員数：５０人）を設置し、指定管理者

による運営を行っています。 

 

≪今後の取り組み≫ 

第８期計画においても、取り組みを継続します。 

養護老人ホーム白鷺園を運営する指定管理者に対しては、モニタリングを実施する等、適正

な運営の継続に努めます。 
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②消費者被害の防止  【担当部署：消費生活センター】 

≪現状と課題≫ 

消費生活センターでは、「身に覚えのない（心当たりのない）品物が突然、自宅に届いた」、

「市役所職員を名乗る人から電話があり、還付金が受け取れるという話を聞いた」等といった、

消費生活全般にわたる相談を受け、消費者が不利益をこうむらないよう問題の解決と処理にあ

たっています。 

また、町会などへのまちづくり出前講座や各種イベントにおいての情報提供、広報習志野に

「消費生活メモ」を定期的に掲載し、注意喚起や消費者トラブルの周知を行っています。 

被害に遭いやすい高齢者に対しては、介護サービス事業者や民生委員・児童委員などによる

見守りが被害の未然防止や被害回復に有効であるため、見守りを支援する人たちへの悪質商

法に関する情報提供を進めていく必要があります。 

 

消費生活センター来所相談の状況（高齢者以外も含む）（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

相談件数（件） 181 229 206 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

高齢者が消費者トラブルに巻き込まれないよう、また、巻き込まれた場合は消費者トラブルを

最小限に抑えられるよう高齢者相談センター等の関係機関に対して、相談事例などを定期的に

情報提供し、連携体制を整えます。 

また、消費生活センターに来所された人に対しては、消費者トラブル等の相談事例をとりまと

めたチラシを配布し、注意喚起を行います。 

 令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

消費者被害相談事例などの 

関係機関への情報提供の頻度 
3か月毎 3か月毎 3か月毎 
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③成年後見制度の利用支援  【担当部署：高齢者支援課、社会福祉協議会】 

 

●市長による審判開始申立て 

≪現 状≫ 

認知症などにより判断能力が十分でない人が成年後見制度を利用する場合に、親族による

申立てが困難な人について、市長による審判開始申立てを行っています。 

また、費用負担が困難な場合には、審判開始申立てに係る費用や、成年後見人などに支払う

べき報酬費用を助成しています。 

 

市長による成年後見審判開始申立ての状況（各年度末時点） 

 
平成29 

（2017）年度 
平成30 

（2018）年度 
令和元 

（2019）年度 

申立て件数（件） 14 14 13 

 

成年後見人など報酬費の助成状況（各年度末時点） 

 
平成29 

（2017）年度 
平成30 

（2018）年度 
令和元 

（2019）年度 

助成件数（件） 4 7 8 

 

≪今後の取り組み≫ 

第８期計画においても、取り組みを継続します。 

 

●成年後見センターによる支援 

≪現状と課題≫ 

成年後見センター業務については、平成３０（２０１８）年度から習志野市社会福祉協議会に

業務を委託し、成年後見制度に係る相談支援、市民後見人の養成・育成などを行っています

（P.128）。 

また、成年後見制度の普及啓発として、まちづくり出前講座を実施しています。 

成年後見制度の相談者の中には、複数の問題を抱えており、制度利用の前に生活環境の立

て直しが必要なケースもあるため、広い視野をもって解決できる職員が必要となっています。 

 

成年後見制度のまちづくり出前講座実施状況（各年度末時点） 

 
平成30 

（2018）年度 
令和元 

（2019）年度 

まちづくり出前講座の実施回数（回） 5 5 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

職員の研鑽および資質向上に努め、相談機能の充実を図っていきます。  
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また、まちづくり出前講座などを通じて、市民に制度について広く周知していくほか、市内の福

祉・介護サービス事業所や病院、金融機関などに対しても働きかけを行います。 

成年後見センターにおいては、法人後見の受任機能を整備し、市民後見人養成講座修了者

が後見業務に携われるよう支援するとともに、福祉や法律に関する専門団体や関係機関、地域

住民などが包括的に関わっていけるよう、連携ネットワークの構築を目指します。 

 
令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

まちづくり出前講座の実施回数（回） 5 6 7 

成年後見センターによる法人後見 

新規受任件数（件） 
ー ー 5 

 

 

第８期計画における成年後見センター・各機関の業務イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

習志野市成年後見センター 

 

習志野市社会福祉協議会 

NPO団体、専門職団体 

連携 

市 民 

 

 
  相談 相談 

紹介 

相談 

紹介 

連携 

習志野市 

（受任後の役割） 
成年後見センター 
…市民後見人の指導監督 

市民後見人 
…身上監護を中心に実施 
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④福祉サービスの利用援助 【担当部署：社会福祉協議会】 

 

 ●福祉サービス利用援助事業 

≪現状と課題≫ 

習志野市社会福祉協議会では、市内在住の高齢者や障がい者で、利用に必要な契約内容

を理解できる人に対し、福祉サービスを利用するための手続きや日常的な金銭管理を代行して、

地域で安心して暮らすことができるようお手伝いしています。 

なお、契約内容を理解できない場合や、希望する援助内容が福祉サービス利用援助事業の

範囲を超えている場合は、関係機関と連携しながら、成年後見制度利用への橋渡しを行ってい

ます。 

多様な生活課題を抱えた人が増えてきていることから、利用者個人はもちろんのこと、関係機

関との連携を強化し、生活環境にも目を向けていく必要があります。 

 

福祉サービス利用援助事業の利用状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

相談者 

相談 

人数 

 

（人） 

相談・訪問 

調査など 

回数（延べ） 

（回） 

新規契約 

締結件数 

 

（件） 

相談 

人数 

 

（人） 

相談・訪問 

調査など 

回数（延べ） 

（回） 

新規契約 

締結件数 

 

（件） 

相談 

人数 

 

（人） 

相談・訪問 

調査など 

回数（延べ） 

（回） 

新規契約 

締結件数 

 

（件） 

合 計 24 154 3 49 238 8 40 201 8 

 うち高齢者 16 91 2 31 124 5 24 70 3 

 

≪今後の取り組み≫ 

当事者を支援する関係機関に事業の周知を図り、必要な人に情報が行き届くようにしていき

ます。 

また、生活支援員※養成講座の実施により生活支援員の発掘を行うとともに、研修会を実施

して育成に努め、併せて専門員※も研修会に参加することで、資質向上に努めていきます。 

 

※生活支援員・・・  利用者宅を定期的に訪問して、福祉サービス利用の手続きや金銭管理

の代行などを直接支援します。 

※専  門  員・・・  本人の生活状況を確認して、本事業の契約までの調整を行い、支援計

画を作成します。 

                 また、支援に必要な関係機関との調整や生活支援員への指導も行いま

す。 
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基本施策２－７ 高齢者が利用できる福祉サービス 
 

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を送るためには、介護保険のサービスだけでなく、

高齢者の日常生活をさまざまな角度から支援する必要があります。 

食生活の支援や外出の移動支援など、生活全般にわたって高齢者を総合的に支援するとと

もに、それらを必要とする人に届けられるよう、周知に努めます。 

 

①日常生活を支援するための事業  【担当部署：高齢者支援課、クリーンセンター業務課】 

 

●「食」の自立支援事業（配食安否確認サービス） 

≪現 状≫ 

在宅の高齢者に対して、食に関わる各種サービスの利用調整を行った上で、栄養バランスの

とれた食事を提供することで、食生活の自立、健康の増進などを図り、在宅生活での自立支援

することを目的に、平日の夕食を配達するとともに安否確認を行い、利用者の健康状態を把握

しています。 

 

配食安否確認サービスの実施状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

利用者数（人） 221 167 160 

配食数（食） 22,158 22,537 21,747 

1日あたりの平均配食数（食） 100.3 135.0 135.9 

 

≪今後の取り組み≫ 

引き続き、配食利用者が在宅生活において自立できるよう、栄養バランスのとれた食事の提

供を行っていきます。 

また、配食利用者が利用しやすい環境になるよう、体制整備を進めていきます。 
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●高齢者外出支援事業（タクシー券） 

≪現状と課題≫ 

在宅で生活する７５歳以上、非課税世帯の高齢者に対し、日常生活に必要な交通手段の確

保と、その運賃の一部を助成することにより経済的負担を軽減し、高齢者の外出を促進すること

を目的に、タクシー券を交付しています。 

高齢化に伴い支給対象者が増加し、また、利用枚数も増加傾向にあることから、支給対象者

や支給金額について、検討する必要があります。 

 

タクシー券交付実績と利用状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

交付世帯数（世帯） 1,670 1,886 2,144 

交付枚数（枚） 55,428 61,956 71,745 

利用枚数（枚） 44,378 49,430 52,245 

利用率（％） 80.1 79.8 72.8 

 

≪今後の取り組み≫ 

高齢者が自立した生活を送る上でニーズの高い事業であることから、第８期計画においても、

本事業を継続します。 

また、高齢者等実態調査において、タクシー券だけではなく、バス券の助成を求める要望が多

かったことから、支給内容などについて見直しを行います。 

 

●高齢者および障がい者戸口収集支援事業 

≪現 状≫ 

ごみを集積所まで出すことが困難な高齢者および障がい者などに対し、ごみ出しの負担を軽

減することで在宅での生活を支援するため、ごみの戸口収集を行っています。 

 

戸口収集支援事業の利用状況（各年度末時点） 

 
平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

利用者数（人） 141 154 170 

 

≪今後の取り組み≫ 

第８期計画においても、取り組みを継続します。 
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●高齢者住宅等安心確保事業（シルバーハウジング） 

≪現 状≫ 

高齢者が地域社会の中で自立して安全かつ快適な生活を営むことを目的に、バリアフリー化

された住宅（実籾県営住宅）において、ライフサポートアドバイザー（LSA：生活援助員）を配置

し、入居者の安否確認、生活相談、緊急時対応など、高齢者が生活しやすい環境整備を行って

います。 

居住者数は安定しているものの、事業開始から20年が経過し、居住者全体の高齢化が進ん

だことにより、自立生活が困難な人が増えています。 

 

高齢者住宅等安心確保事業の利用状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

世帯数（世帯） 44 45 44 

居住者数（人） 51 48 48 

※所在地：東習志野2-10-1（1号棟 27戸）、2-10-2（2号棟 23戸） 

※居住者募集については千葉県が実施 

 

≪今後の取り組み≫ 

事業開始当初に比べ、介護施設などの充実が図られており、高齢者が生活するための環境

整備が進んできている中で、本事業継続の必要性について、千葉県と協議を行っていきます。 
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②高齢者への助成制度  【担当部署：高齢者支援課】 

 

●はり、きゅう、マッサージ等施術助成事業 

≪現 状≫ 

市民の健康保持・増進を目的に、６５歳以上の高齢者などに対し、はり、きゅう、マッサージ、あ

ん摩または指圧の施術費用を一部助成する利用券（１回７００円）×２４枚（１２か月分）を交付

しています。 

 

はり、きゅう、マッサージ等施術助成事業の利用状況 (各年度末時点) 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

支給人数（人） 61 60 51 

利用枚数（枚） 808 796 618 

助成額（円） 565,600 557,200 432,600 

 

≪今後の取り組み≫ 

第８期計画においても、取り組みを継続します。 

 

●敬老祝金事業 

≪現 状≫ 

市民の長寿を祝し、高齢者の福祉を増進することを目的に、長寿を祝う節目の年齢に敬老祝

金を支給しています。 

 

敬老祝金の支給状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

88歳（人） 850 628 670 

99歳（人） 39 36 45 

100歳以上（人） 68 76 75 

合計金額（千円） 

（対象人数） 

11,600 

（957） 

9,280 

（740） 

9,850 

（790） 

※平成29（2017）年度は支給基準日を変更（9月15日から4月1日へ変更）したことに 

より、支給対象者が増加 

 

≪今後の取り組み≫ 

第８期計画においても、取り組みを継続します。 

また、高齢化に伴い、支給対象者および支給金額の増加が見込まれることから、今後も定期

的な見直しを検討していきます。 
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●在宅高齢者紙おむつ支給事業 

≪現 状≫ 

要介護３～５の認定を受けている６５歳以上の高齢者で、在宅において現に紙おむつを使用

している人に紙おむつを支給することにより、介護者の経済的負担を軽減し、高齢者が在宅で

の生活を維持していくための支援を行っています。 

 

在宅高齢者紙おむつの支給状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

支給実人数（人） 524 531 532 

 

≪今後の取り組み≫ 

第８期計画においても、取り組みを継続します。 
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第３章 基本目標３ いつまでも元気に暮らせる健康づくり 
 

 

基本施策3－１ 成人期から取り組む健康づくり 

 ① 健康づくりの実践 P.10７ 

 ② 健康診査とがん検診の実施 P.10９ 

 ③ 後期高齢者保健事業（後期高齢者医療広域連合受託事業）の実施 P.1１１ 

基本施策3－2 介護予防・日常生活支援総合事業（一般介護予防事業） 

 
① 要支援、要介護状態となるリスクの高い人の把握 P.1１２ 

 
② 高齢者を対象とした健康教育・健康相談の実施 P.1１３ 

 
③ 介護予防教室の開催 P.1１５ 

 
④ てんとうむし体操（転倒予防体操）の実施と普及 P.11７ 

 
⑤ 一般介護予防事業評価事業の実施 P.１１８ 
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基本施策３－１ 成人期から取り組む健康づくり 
 

高齢期を迎えても元気で豊かな生活を続けるためには、高齢期になる前の成人期から健康

づくりに取り組むことが大切です。 

健康づくりの総合計画である「健康なまち習志野計画」に基づき、健康相談、健康教育や健

康診査などの事業を実施し、介護予防を見据えた若い世代からの健康づくりの実践を促進して

いきます。 

 

①健康づくりの実践  【担当部署：健康支援課】 

 

●健康相談と健康教育の実施 

≪現 状≫ 

「健康なまち習志野計画」（令和２（２０２０）年度～令和７（２０２５）年度）に基づく健康増進

事業として、人が集まる機会を利用した健康教育（まちづくり出前講座など）や、市民からの要

望を受け随時実施する健康相談などにより、生活習慣病の予防や健康診査の活用など、市民

が主体的に健康的な生活を実践することができるよう、健康教育を通して啓発しています。 

また、小・中学校と連携し、保健師などによる健康教育を授業に導入し、家族単位の生活習

慣病予防を推進しています。 

 

小・中学校での健康教育実施状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

健康教育の実施数（校） 13 16 18 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

広報習志野、ホームページを活用して、広く市民へ健康情報を普及・啓発する取り組みを強

化し、より多くの市民が本事業を活用できるよう町会や地域の団体などに対し、高齢者相談セン

ター等と連携して事業の周知に努めます。 

また、引き続き各小・中学校と連携し、市内全ての小・中学校での生活習慣病予防教育を実

施できるよう努め、児童生徒に対して健康的な生活習慣の確立を図るとともに、健康への無関

心層の多い40代から50代の保護者に対して、子どもを介した生活習慣の見直しの機会の提

供に取り組みます。 

 令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

健康教育の実施数（校） 18 20 23 
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●健康づくり推進員の育成、支援 

≪現状と課題≫ 

市民一人ひとりが健康でいきいきとした生活を送るために、市民の健康づくりを推進する「健

康づくり推進員」を育成しています。 

健康づくり推進員は協議会を組織し、協議会が主催するウオーキング「習志野発見ウオーク」

や、料理教室「ヘルシーライフ料理教室」を主催しています。 

健康づくり推進員の高齢化により人数が減少し、活動の継続が難しくなっており、健康づくり

推進員の育成が必要です。 

また、新しい生活様式に対応した活動の見直しが必要となっています。 

 

健康づくり推進員の状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

健康づくり推進員の人数（人） 28 25 22 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

健康づくり推進員が、市民への健康的な食習慣および適切な運動習慣などの啓発・確立・定

着に寄与するため、新しい生活様式に対応した新たな健康づくり推進員の活動を検討し、実践

できるよう支援します。 

また、市民の健康づくりに寄与する健康づくり推進員を育成するため、健康づくり推進員の養

成講座を実施します。 

 令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

健康づくり推進員の人数（人） 25 ― 30 

 

●健康マイレージ事業 

≪現 状≫ 

健康習慣のきっかけづくり・継続・定着を目指し、誰もが健康で幸せな生活ができることおよ

び地域産業の活性化を図ることを目的として、平成２７（２０１５）年１月から健康マイレージ事業

を実施しています。 

日々の健康行動（日常的な運動や地域活動への参加など）でポイントが貯められ、協力店で

各種サービスを受けられるカードを発行しています。 

 

≪今後の取り組み≫ 

第8期計画においても、取り組みを継続します。 
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②健康診査とがん検診の実施  【担当部署：健康支援課】 

 

●健康診査 

≪現状と課題≫ 

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、習志野市国民健康保険の被保険者である40

歳～74歳の人に対し、「特定健康診査・特定保健指導」を実施するとともに、後期高齢者医療

の被保険者である75歳以上の人については、千葉県後期高齢者医療広域連合より委託を受

け、「後期高齢者健康診査」を実施しています。40歳以上の医療保険に加入していない人に対

しては、「一般健康診査」を実施しています。 

特定健康診査の未受診者に対しては、受診勧奨を実施しています。 

平成３０（２０１８）年度からは集団健診を導入しており、平日・休日ともに実施していますが、

休日に受診する希望者が多い状況です。 

平成２８（２０１６）年度からは、特定保健指導対象者以外の人に対し、個別保健事業として、

高血圧の受診勧奨、糖尿病発症予防および重症化予防健康相談、慢性腎不全予防健康相談

を実施しています。 

また、高齢期における健康を維持し、食べる楽しみを享受できるよう歯の喪失を予防するため、

成人歯科健康診査を実施しています。 

健康づくりのため、自身の健康状態を知ることは重要であり、生活習慣病の早期発見、重症

化予防を推進するためには、健康診査の受診率の向上が課題となっています。 
 

特定健康診査の受診状況（各年度末時点） 

 平成29 
（2017）年度 

平成30 
（2018）年度 

令和元 
（2019）年度 

特定健康診査受診率（％） 34.6 37.3 35.2 
 

高齢者等実態調査で、定期的に歯科受診(健診含む)をしていると回答した人の割合 

 平成28 
（2016）年度 

令和元 
（2019）年度 

一般高齢者（65歳以上）（％） 58.0 62.6 
在宅要支援認定者など（％） 45.0 47.7 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

特定健康診査集団健診を、休日を中心に実施し、より受診しやすい体制づくりに努めるととも

に、未受診者に対しては、受診の意義などを周知し、受診率向上に努めます。 

また、定期的な口腔管理へつなげる機会として、成人期から高齢期を通した歯科健康診査体

制の構築を目指します。 
 令和3 

（2021）年度 
令和4 

（2022）年度 
令和5 

（2023）年度 

特定健康診査受診率（％） 38.0 39.0 40.0 

高齢者等実態調査で、 

定期的に歯科受診(健診含む)を 

していると回答した人の割合（％） 

― 

（一般高齢者） 

65.0 
（在宅要支援認定者など） 

50.0 

― 
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●がん検診 

≪現 状≫ 

がんやその他の疾患の早期発見、早期治療を目的に、結核・肺がん検診、胃がん検診、大腸

がん検診、子宮がん検診、乳がん検診、前立腺がん検診を実施しています。 

がん検診の有用性および受診方法の周知として、対象者へ通知・広報習志野・ホームページ、

ポスター掲示などで周知し、がん検診を定期的に受診する意識づけのため、未受診者に対して

は、受診勧奨を実施しています。 

また、検診の結果、要精密検査でありながら未受診の者に対しても、受診勧奨を行っています。 

受診率は、胃がん検診の集団検診は高齢化などにより年々減少傾向ですが、個別検診は横

ばいもしくは増加しています。 

 

高齢者等実態調査で、１年以内にがん検診を受けていると回答した人の割合 

 平成28 

（2016）年度 

令和元 

（2019）年度 

一般若年者（40歳～64歳）（％） 36.0 47.0 

一般高齢者（65歳以上）（％） 42.5 45.0 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

引き続き、がん検診の有用性や受診方法の周知および未受診者勧奨を行い、受診率の向上

に努めます。 

また、検診を受ける際の注意事項や対象外の項目を分かりやすく周知するよう努めます。 

集団検診では、加齢や疾病など受診者の身体状態を見極め、受診による不利益がないよう

安全ながん検診の提供に努めます。 

 令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

高齢者等実態調査で、 

1年以内にがん検診を受けている

と回答した人の割合（％） 

― 

（一般若年者） 

50.0 

（一般高齢者） 

50.0 

― 
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③後期高齢者保健事業（後期高齢者医療広域連合受託事業）の実施  【担当部署：健康支援課】 

 

令和２（２０２０）年度から、後期高齢者医療広域連合から委託を受け、後期高齢者保健事業

と介護予防事業を一体的に実施し、心身に多様な問題を抱える高齢者に対して本事業を行うこ

とにより、効果的かつ効率的にきめ細やかな対応を行い、健康寿命の延伸を目指しています。 

 

●個別的支援（ハイリスクアプローチ） 

≪現状と課題≫ 

健診や医療・介護のレセプト情報を保有するKDB（国保データベース）システムや健康診査

データ・後期高齢者の質問票などから把握した人に対し、必要に応じてかかりつけ医や歯科医、

関係機関と連携しながら、保健師・管理栄養士などの専門職が支援を行い、個別の状況に応じ

たサービス（医療や介護、地域の高齢者の「通いの場」（P.13３）等）につなげています。 

具体的な支援内容として、低栄養予防、高血圧受療勧奨、慢性腎不全予防、健康状態不明

者の把握と支援などを行っています。 

後期高齢者の健康問題である「フレイル予防」・「疾病の重症化予防」の推進のため、健康

診査の受診率の向上が課題です。 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

後期高齢者健康診査受診率の向上に努めるとともに、本市の健康問題の分析や本事業を実

施評価する中で、より効果的な対象者の抽出や支援方法の検討を行います。 

 令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

後期高齢者健康診査受診率（％） 39.8 40.8 41.8 

 

●地域の高齢者の「通いの場」等への積極的な関与など（ポピュレーションアプローチ） 

≪現 状≫ 

高齢者の集まる「通いの場」等を活用して健康教育を実施し、フレイル予防や健康診査受診

の周知・啓発を行うとともに、参加者の健康状態を把握し、その結果に応じて個別支援を行って

います。 

 

≪今後の取り組み≫ 

地域の高齢者の「通いの場」において、フレイル予防などの周知・啓発を強化するとともに、高

齢者相談センター等と情報共有し、高齢者の集まる「通いの場」等へ出向くことで、健康リスク

が高い対象者を把握し、支援につなげていきます。 
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基本施策３－２ 介護予防・日常生活支援総合事業（一般介護予防事業） 
 

介護予防・日常生活支援総合事業の一般介護予防事業においては、65歳以上のすべての

高齢者を対象とし、年齢や心身の状況などによって分け隔てることなく、住民主体の地域の高齢

者の「通いの場」（P.13３）を充実させ、人と人のつながりを通じて、参加者や「通いの場」が継

続的に拡大していくような地域づくりを推進していきます。 

また、地域リハビリテーション活動支援事業として、リハビリテーション職などを活かした自立

支援に資する取り組みを推進し、介護予防を機能強化していきます。 

 

①要支援、要介護状態となるリスクの高い人の把握  【担当部署：健康支援課】 

 

●介護予防把握事業 

≪現 状≫ 

平成２９（２０１７）年度から、「閉じこもり等の何らかの支援が必要と見込まれる高齢者」とし

て、特定健康診査および後期高齢者健康診査の未受診者に対して、介護予防や高齢者相談セ

ンター等に関するパンフレットを送付し、支援が必要な対象者の把握に努めました。 

令和２（２０２０）年度は、フレイルリスクの高い対象者を早期に把握し、住民主体の介護予防

活動へつなげることを目的として、後期高齢者健康診査のフレイルチェック票の質問項目を活

用し、介護予防教室の案内や介護予防関連のパンフレットを送付しました。 

また、特に受診勧奨の効果が高いと考えられる後期高齢者健康診査の年齢（７６歳）をター

ゲットとし、健診未受診者に対して受診勧奨を実施しています。 

高齢者相談センター等と情報を共有しながら、地域の高齢者の「通いの場」等から支援が必

要な人の把握に努めています。 

 

≪今後の取り組み≫ 

第8期計画においても、取り組みを継続します。 

住民主体の介護予防活動へつなげるため、後期高齢者健康診査のフレイルチェック票を活

用し、介護予防に関するパンフレットの送付や健診未受診者への受診勧奨を実施し、フレイルリ

スクの高い対象者を早期に把握することに努めます。 
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②高齢者を対象とした健康教育・健康相談の実施 【担当部署：健康支援課、高齢者支援課】 

 

●高齢者を対象とした健康教育と健康相談 

≪現 状≫ 

地域のサークル、町会、老人クラブや習志野市社会福祉協議会支部の「ふれあい・いきいき

サロン」、公民館の寿学級などの地域の高齢者の「通いの場」（P.133）において、保健師、管

理栄養士、歯科医師、歯科衛生士などの専門職が、主にフレイル予防（転倒予防、低栄養予防、

口腔機能向上、認知症予防など）について、健康教育を実施し、普及を図っています。 

健康相談については、健康、栄養、歯科に関する相談を保健師、管理栄養士、歯科衛生士が

個別に電話、面接、訪問で行っています。また、歯科医師による健康相談事業も行っています。 

 

地域の高齢者の「通いの場」における健康教育実施状況（各年度末時点） 

 
平成29 

（2017）年度 
平成30 

（2018）年度 
令和元 

（2019）年度 

実施回数（回） 86 116 118 
 

≪今後の取り組み≫ 

第８期計画においても取り組みを継続し、フレイル予防の普及啓発を行います。 

また、健康相談・健康教育の実施方法について、効果的な手法を検討していきます。 

 

●地域リハビリテーション活動支援事業 

≪現 状≫ 

平成２９（２０１７）年度から、地域リハビリテーション活動支援事業として、習志野市リハビリテ

ーション協議会と協働し、運動機能向上、認知症予防、体力測定、嚥下
え ん げ

機能向上の４種の介護

予防講座を地域の高齢者の団体に対し、実施しています。 

令和元（２０１９）年度からは、団体向けの講座だけでなく、市主催の公開講座も実施していま

す。 
 

リハビリテーション職による介護予防講座の実施状況（各年度末時点） 

 平成29 
（2017）年度 

平成30 
（2018）年度 

令和元 
（2019）年度 

開催数（回） 10 16 15 

参加者（人） 275 376 318 
 

≪今後の取り組みと目標≫ 

引き続き、リハビリテーション職と地域住民のつながる機会として、地域の介護予防の取り組

みを総合的に支援していきます。 

 令和3 
（2021）年度 

令和4 
（2022）年度 

令和5 
（2023）年度 

開催数（回） 20 20 20 
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●地域運動習慣自主化事業 

≪現 状≫ 

平成２９（２０１７）年度から、地域運動習慣自主化事業「まちでフィットネス」として、地域にお

いて運動を取り入れたい団体に対して、スポーツトレーナーによる運動指導とプログラムを提供

することで、地域において気軽に介護予防に取り組める機会を提供し、運動習慣が確立できる

よう支援しています。 

さらに、令和元（２０１９）年度からは、既に運動を取り入れている団体に対する年1回の運動

指導とプログラムを提供し、令和２（２０２０）年度からは、リーダー支援として、転倒予防体操（て

んとうむし体操）を普及啓発している転倒予防体操推進員に対する活動支援としての運動指導

と、プログラムの提供を行っています。 

 

地域運動習慣自主化事業（まちでフィットネス）の実施状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

立ち上げ支援団体数 1 4 3 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

第８期計画においても、身近な地域での運動習慣の自主化に向けた取り組みを継続します。 

 令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

立ち上げ支援団体数 4 4 4 
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③介護予防教室の開催  【担当部署：健康支援課】 

≪現 状≫ 

平成３０（２０１８）年度から、介護予防に取り組むきっかけづくりとなる教室として、運動器の

機能向上を目的とした「足腰げんき塾」と、認知症予防を目的とした「脳の活性化プログラム」

を実施しています。 

スポーツインストラクターの指導により各教室の参加者の満足度が高く、参加者に対して教室

終了時に行ったアンケートでは、回答者の９割以上が運動習慣化の意識を持っており、また、生

活機能が維持、改善していると感じている参加者は7割以上という結果でした。 

運動習慣化の意識を持っている参加者は多くなっていますが、教室参加後も継続して運動が

できる受け入れ先が不足しています。 

 

介護予防教室の開催状況（各年度末時点） 

 平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

運動器の機能向上教室 

「足腰げんき塾」 

実施回数（回） 110 98 

実人数（人） 348 309 

人数（延べ）（人） 2,281 2,307 

認知症予防の教室 

「脳の活性化プログラム」 

実施回数（回） 48 43 

実人数（人） 85 68 

人数（延べ）（人） 829 606 

 

介護予防教室参加者の健康状態の状況（各年度末時点） 

 運動器の機能向上教室 

「足腰げんき教室」 

認知症予防の教室 

「脳の活性化プログラム」 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

介護予防教室参加者のうち、 

生活機能が維持・向上してい

る人の割合（％） 

81.0 70.9 84.0 81.8 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

介護予防教室への参加を外出や運動習慣のきっかけとして位置づけ、教室終了後はてんとう

むし体操活動場所（P.１１７）や地域の高齢者の「通いの場」（P.13３）等、その他の事業につな

げていき、高齢者相談センター等と連携しながら運動や外出を習慣化できるよう、市民の健康

づくりを支援していきます。 

また、介護予防に取り組む高齢者が増加するよう、教室の開催方法について検討していきま

す。 
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 令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

介護予防教室参加者の合計数（人） 150 150 150 

介護予防教室参加者のうち、 

地域の高齢者の「通いの場」に 

つながった人の数（人） 

20 20 20 

介護予防教室参加者のうち、 

運動習慣化の意識を持っている 

人の割合（％） 

80.0 80.0 80.0 

介護予防教室参加者のうち、 

生活機能が維持・向上している 

人の割合（％） 

80.0 80.0 80.0 

 

介護予防教室の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

運動・外出機会の習慣化 

地域の高齢者の「通いの場」（P.133） 

・転倒予防体操 

（てんとうむし体操）等の活動場所 

・地域テラス 等 

認知症 

予防 

運動器の 

機能向上 

教室終了後 

認知症カフェ 

（ならしのオレンジテラス） 

社会福祉法人や民間団体が 

主催する地域活動 

閉じこもり 

予防 

介護予防教室 
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④てんとうむし体操（転倒予防体操）の実施と普及  【担当部署：高齢者支援課】 

≪現 状≫ 

平成１６（２００４）年度に、転倒・骨折を防ぐための体操として、習志野市オリジナルの体操で

ある「てんとうむし（転倒無視）体操」を作成し、「転倒予防体操推進員」の養成と活動支援

（P.1３１）を行っています。 

てんとうむし体操の普及啓発を行う転倒予防体操推進員は、町内の集会所や市内の公園な

ど、地域の身近な場所を利用し、地域住民とてんとうむし体操に取り組んでいます。 

また、体操場所に合わせた3つのバージョン（椅子編、畳編、立位編を含む）の音楽媒体

（CD・カセットテープ）や映像媒体（DVD・VHS）、カラーリーフレットを作成しています。 

さらには、転倒予防体操推進団体に市民が参加し、てんとうむし体操に取り組めるよう、登録

団体を公表しています。登録団体は、地域の高齢者の「通いの場」（P.133）としての役割も担

っており、高齢者相談センターと協力しながら実施しています。 

 

転倒予防体操推進員の地域活動実施状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

活動場所の数（か所） 51 54 59 

てんとうむし体操（転倒予防体操） 

参加人数（延べ）（人） 
35,546 37,490 30,601 

 

≪今後の取り組み≫ 

第８期計画においても、地域における介護予防活動として高齢者相談センターと協力しなが

ら、取り組みを継続します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

てんとうむし体操イメージキャラクター 

「てんてんちゃん」 
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⑤一般介護予防事業評価事業の実施  【担当部署：高齢者支援課】 

≪現 状≫ 

令和２（２０２０）年度から、第７期計画で定めた目標値の達成状況などの検証を行うとともに、

総合事業の実施にあたっては、高齢者が地域で支援を必要とする高齢者の支え手となっていく

ことで、よりよい地域づくりにつながることから、地域づくりの視点からの一般介護予防事業を含

めた総合事業全体の評価を行っています。 

本評価は、国の地域支援事業実施要綱に「一般介護予防事業評価事業」として規定されて

いるものであり、評価結果に基づき、事業全体の改善を行うことを目的としています。 

評価にあたっては、同要綱に従って設けた評価指標であるストラクチャー指標（事業を効果的

かつ効率的に実施するための実施体制などの指標）・プロセス指標（事業を効果的かつ効率

的に実施するための事業成果の指標）・アウトカム指標（事業成果の目標に関する指標）を活

用しています。 

 

≪今後の取り組み≫ 

第８期計画においても、年度ごとに一般介護予防事業評価事業を含めた総合事業全体の評

価の実施と、本計画の進捗管理を一体的に進めていきます。 

 

一般介護予防事業 

対象者 ： 第 1 号被保険者のすべての者およびその支援のための活動に関わる者 

   

事 業 名 内 容 習志野市の取り組み 

介護予防把握事業 

収集した情報などの活用により、閉じ

こもり等の何らかの支援を要する者を

把握し、介護予防活動へつなげる 

●介護予防把握事業（P.112） 

介護予防普及啓発

事業 
介護予防活動の普及・啓発を行う 

●高齢者を対象とした健康教育と健康相

談（P.113） 

●介護予防教室の開催（P.115） 

地域介護予防活動

支援事業 

住民主体の介護予防活動の育成・支援

を行う 

●地域運動習慣自主化事業（P.114） 

●てんとうむし体操（転倒予防体操）の

実施と普及（P.117） 

一般介護予防事業

評価事業 

介護保険事業計画に定める目標値の達

成状況などを検証し、一般介護予防事

業の評価を行う 

●一般介護予防事業評価事業の実施 

（P.118） 

地域リハビリテー

ション活動支援事

業 

介護予防の取組を機能強化するため、

通所、訪問、地域ケア会議、住民主体の

通いの場などへのリハビリ専門職など

による助言などを実施 

●地域リハビリテーション活動支援事業 

（P.113） 
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第４章 基本目標４ 地域で支え合う仕組みの拡大 
 

 

基本施策4－１ 高齢者を地域で支える仕組みの拡大 

 ① 高齢者サービスおよび地域における多様な社会資源による支援体制の整備 P.1２１ 

 ② 高齢者相談員の活動支援 P.1２６ 

 ③ 地域で高齢者を支える市民の養成と活動支援 P.1２７ 

 ④ 地域住民や地域で活動する事業者による見守り活動の推進 P.1３２ 

 ⑤ 地域の高齢者の「通いの場」の確保 P.1３３ 

 ⑥ 習志野市社会福祉協議会による活動 P.1３５ 

基本施策4－2 高齢者の社会参加の促進 

 ① 高齢者の就業支援 P.13７ 

 ② 老人クラブ活動の支援 P.13８ 

 ③ 老人福祉センターの運営 P.1３９ 

 ④ 高齢者の地域交流の支援 P.1４０ 

 ⑤ 生涯学習参加への支援 P.1４１ 

 ⑥ 生涯スポーツ参加への支援 P.1４２ 

 ⑦ バリアフリーのまちづくりの推進 P.1４３ 
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基本施策４－１ 高齢者を地域で支える仕組みの拡大 
 

今後、ますます高齢化が進展する中で、地域の高齢者のニーズは多様化しています。 

例えば、軽度の支援が必要な高齢者にとっては、病院受診の付添いやごみ出し等、介護保険

サービスだけでは担うことができないサービスや支援の必要性が高くなっています。 

そのためには、地域のボランティア等の地域活力を活かしたサービスの提供体制をつくること

が必要です。 

生活支援コーディネーターが中心となって、地域住民の人たちとともに、各地域での生活支援

サービスのあり方を検討していく協議体を活用する等して、より充足するための生活支援サービ

スの創出を行います。 

 

①高齢者サービスおよび地域における多様な社会資源による支援体制の整備 【担当部署：高齢者支援課】 

 

 ●生活支援体制整備事業 

≪現状と課題≫ 

要支援者などの介護度の軽い高齢者については、IADL（手段的日常生活動作）の低下によ

り生じる日常生活上の困りごとや、外出などに対する支援が求められています。 

本市では、互助を基本とした生活支援サービスを創出するため、地域のネットワークの構築や

担い手の創出、支援ニーズと活動のマッチング等を行う「生活支援コーディネーター」を第１層

（市内全域）、第２層（日常生活圏域）ごとに配置しています。 

第７期計画では、第２層生活支援コーディネーターを中心として、日常生活圏域ごとに協議体

を設置し、各圏域におけるネットワークの強化を図り、生活支援のあり方について、地域住民など

と協議を行いました。 

このような中、すべての高齢者を対象とする一般介護予防事業において、地域住民が主体と

なり運営される地域の高齢者の「通いの場」（P.133）となる「地域テラス（サロン）」を支援し

てきました。今後は、要支援者なども対象とした地域テラスのさらなる発展が求められています。 

住民主体の通所型サービス、訪問型サービス、地域テラスの拡充を図り、継続的な支援活動

へとつなげるため、これらの活動に対する支援やコーディネートが必要となっています。 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

第２層ごとの協議体において、地域住民が主体となって、地域の高齢者の「通いの場」の創出

や生活上の困りごとをサポートし合い、お互いの見守りができるような仕組みづくりに一層取り

組んでいきます。 

また、各日常生活圏域から抽出される課題については、市全域としての地域ケア会議で検討

していきます。 
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 令和3 

(2021)年度 

令和4 

(2022)年度 

令和5 

(2023)年度 

住民主体による通所型サービスを提供する 

団体数（団体） 
1 3 5 

住民主体による訪問型サービスを提供する 

団体数（団体） 
1 2 3 

地域テラスを提供する団体数（団体） 10 11 12 

 

 

第７期～第８期計画における生活支援体制整備の工程イメージ 

 平成30 

(2018) 

年度 

令和元 

(2019) 

年度 

令和2 

(2020) 

年度 

令和3 

(2021) 

年度 

令和4 

(2022) 

年度 

令和5 

(2023) 

年度 

第１層 

（市域全体） 

      

第２層 

（各日常生活圏域） 

      

 

 

 

  

生活支援コーディネーターの配置 

「地域支え合い推進協議会」

の設置 

 通所型サービスの創出 

 

 訪問型サービスの創出 

 

発
展 

資
源
開
発 

生活支援コーディネーターの配置 

協議体の設置 

 地域ケア推進会議（P.124）へ包含 
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生活支援体制のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域テラス 

（通いの場） 
家事の支援 

（訪問） 

軽度の支援を要する 

高齢者 

見守り 

支援の担い手 

市民団体・ボランティアグループ 

介護事業者 など 

・支援を要する人と支援の担い手同士の 

 マッチング 

・担い手の創出、育成、活動継続の支援 

   第１層 ・ 第２層コーディネーター 

習 志 野 市 

・コーディネーターの配置 

・担い手に対し、補助金などによる支援 
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●地域ケア会議推進事業 

≪現 状≫ 

第７期計画においては、市内の生活支援サービスに関する情報共有・連携強化の中核となる

ネットワーク（協議体）として、「地域支え合い推進協議会」を第１層に設置し、協議してきました

が、生活支援サービスに関する情報共有・連携強化に留まらず、地域包括ケアシステムの深化・

推進を図るため、「生活支援」のほか、「医療」、「介護」、「介護予防」、「住まい（生活の場）」を

視野に入れた検討の場となる、市全域の会議体として、「地域ケア推進会議」の設置について

検討を行いました。 

５つの日常生活圏域においては、高齢者相談センターごとに地域の課題について検討を行う

「地域ケア圏域会議」を実施しています。 

また、地域の個別の事例については、高齢者相談センターごとに困難事例に対する検討や個

別の自立支援と介護予防をテーマに検討を行う「地域ケア個別会議」を実施しています。 
 

地域ケア会議の実施状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

地域ケア会議（圏域・個別）の開催数（回） 24 19 24 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

「地域ケア推進会議」において、高齢者の地域生活における課題を共有し、課題解決に必要

なインフォーマルサービスや地域の見守り等の資源開発・地域づくりに関する内容について、

「生活支援」のほか、「医療」、「介護」、「介護予防」「住まい（生活の場）」等にかかわるさまざ

まな関係者とともに、地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた、生活支援サービスおよび地

域における人材や制度など、多様な社会資源による支援体制の構築を検討します。 

また、５つの日常生活圏域においては、引き続き、地域ケア圏域会議、地域ケア個別会議を実

施します。 

なお、地域ケア個別会議においては、困難事例の検討だけではなく、要支援者などのプランに

対して、介護予防・自立支援の観点から、医療専門職の助言をもらえる場として、介護予防自立

支援検討会議を実施し、高齢者一人ひとりが住み慣れた地域でその能力に応じて自立した日

常生活を営むことができるよう支援していきます。 

 令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

地域ケア推進会議の開催数（回） 2 2 2 

地域ケア会議（圏域・個別）の開催数（回） 20 20 20 

地域ケア個別会議のうち、 

「介護予防自立支援検討会議」の開催数（回） 
5 5 5 

地域ケア個別会議のうち、 

「介護予防自立支援検討会議」における 

各圏域のケアマネジャーの参加率（％） 

60.0 60.0 60.0 
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地域包括ケアシステムに係る本市の会議体のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域ケア会議のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、 

「医療」・「介護」・「介護予防」・「住まい（生活の場）」・「生活支援」が一体的に提供される 

地域包括ケアシステムの構築を実現していきます。 
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②高齢者相談員の活動支援  【担当部署：高齢者支援課】 

≪現 状≫ 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、定期訪問による見守りや福祉制度の案

内などを行う高齢者相談員を支援しています。 

平成２９（２０１７）年度までは定員５５名でしたが、高齢者の増加などに対応するため、平成 

３０（２０１８）年度から、５６名に増員しました。 

定期訪問以外にも、避難行動要支援者支援事業（P.9４）に協力し、地域の高齢者の安全・

安心に寄与しています。 

 

高齢者相談員による定期訪問活動状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

独居高齢者世帯（世帯） 894 831 786 

高齢者世帯（世帯） 62 77 65 

日中独居世帯（世帯） 75 68 69 

合 計（世帯） 1,031 976 920 

 

≪今後の取り組み≫ 

自宅で生活する高齢者が増加傾向にあるため、第８期計画においても、継続して地域での見

守り活動を行います。 
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③地域で高齢者を支える市民の養成と活動支援 【担当部署：高齢者支援課、社会福祉協議会】 

 

●生活支援などのサービスの担い手の養成と活動支援 

≪現状と課題≫ 

要支援者などの日常生活に援助が必要な在宅高齢者に対して生活援助を行う担い手を養

成するため、「市認定ヘルパー養成講座」を開催しています。 

養成講座修了者は、緩和した基準によるサービス事業所または習志野市ボランティア・市民

活動センターへ登録し、必要なサービスの活動に関わっていけるよう支援しています。 

日常生活に援助が必要な在宅高齢者に対して生活援助を実施するためには、市域にバラン

スよくサービスの担い手の団体を設置することが必要です。 

 

市認定ヘルパー養成講座の実施状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

開催数（回） 2 2 2 

修了者（人） 23 41 21 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

第８期計画においても、市認定ヘルパー養成講座を継続して開催します。 

また、市域の東側、西側の会場でそれぞれ養成講座を実施することにより、市域にバランスよ

く生活支援などのサービスの担い手が存在し、緩和した基準によるサービス事業所あるいは地

域のボランティア等、必要なサービスの活動に関わっていける体制の整備に努めます。 

 令和3 

(2021)年度 

令和4 

(2022)年度 

令和5 

(2023)年度 

市認定ヘルパー養成講座修了者のうち、 

習志野市ボランティア・市民活動センターへ 

登録または緩和した基準による 

サービス事業所へ登録する人の割合（％） 

100.0 100.0 100.0 

市認定ヘルパー養成講座修了者のうち、 

ボランティアまたは緩和した基準による 

サービス事業所などの多様なサービスの 

提供に携わる人の割合（％） 

30.0 35.0 40.0 
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●市民後見人の養成と活動支援 

≪現 状≫ 

成年後見センター業務については、平成30（２０１８）年度から習志野市社会福祉協議会に

委託して実施しています。 

これまで、成年後見人などは親族や専門職が担ってきました。今後、専門職などの担い手の

不足といった理由から、地域の実情に詳しく、判断能力が十分でない人に寄り添った対応が期

待できる「市民後見人」が必要となっているため、平成26（２０１４）年度から市民後見人養成

講座を開催しています。 

現在は、市民後見人養成講座修了者に対し、フォローアップ講座（前年度修了者を対象）や

勉強会（修了者全員を対象）を実施しています。 

 

市民後見人養成講座の実施状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

修了者(人) 14 13 ― 

※養成講座修了者の人数が目標数を超過したため、令和元（2019）年度の養成講座を休止 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

市民後見人養成講座修了者の育成に努め、後見業務に携われるよう支援体制の整備を図り

ます。 

また、養成講座の開催を２、３年に１回にする等、実施計画（１年目に養成、２、３年目で育成）

の整備を図ります。 

 令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

市民後見人養成講座修了者のう

ち、習志野市成年後見センターへ 

登録する人の数（人） 

― ― 20 
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●認知症サポーターの養成 

≪現状と課題≫ 

認知症の人やその家族が安心して暮らしやすいまちになることを目指して、地域で見守り支

援を行う認知症サポーターを養成するため、「認知症サポーター養成講座」を開催しました

（P.85）。 

高齢者相談センターにおいては、認知症の人とその地域の人たちと一緒に接し方を学ぶ等、

地域に密着した小グループでも開催しています。 

認知症サポーター養成講座は、事業所や地域での開催が浸透してきていますが、参加者は

高齢者が多く、若年層の参加が少ない状況にあります。 

また、認知症地域支援推進員（P.８９）を中心とした、認知症サポーターが地域で活動してい

くための支援の仕組みづくりが必要です。 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

より幅広い年齢層の人が認知症に対する正しい知識と理解を深め、認知症の人を支える地

域づくりができるように、学校などの教育機関と連携し、養成講座の開催に努めます。 

また、養成した認知症サポーターの地域での活動を支援するため、フォローアップ研修の充実

を図ります。 

認知症地域支援推進員を中心として、認知症サポーターフォローアップ研修を受けた人材が

それぞれの地域の認知症カフェ（ならしのオレンジテラス）（P.９２）等において、認知症の人を支

える活動に継続的に参加できるような仕組みづくりを行います。 

 令和3 

(2021)年度 

令和4 

(2022)年度 

令和5 

(2023)年度 

認知症サポーター養成講座 

受講者数（人） 
500 500 500 

認知症サポーター養成講座 

実施教育機関数（校） 

増加 

（前年度比） 

増加 

（前年度比） 

増加 

（前年度比） 

（P.86再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

  
認知症サポーターキャラバンのマスコット 

「ロバ隊長」 
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●キャラバン・メイトの養成と活動支援 

≪現 状≫ 

認知症サポーター養成講座の講師となるキャラバン・メイト養成研修（千葉県主催）の受講を

推進し、人材を確保しています（P.８５）。 

令和元（２０１９）年度においては、学校での実施拡大に向けて、本市主催のキャラバン・メイト

養成講座を実施し、３６名を養成しました。 

また、活動支援・意欲向上のための研修を目的としたキャラバン・メイト連絡会を実施しました。 

 

認知症キャラバン・メイトの登録者状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

登録者（人） 96 100 134 

 

キャラバン・メイト連絡会の実施状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

開催数（回） 2 2 1 

 

≪今後の取り組み≫ 

引き続き、認知症サポーターを増やしていくため、キャラバン・メイトの確保と支援を継続します。 

また、認知症サポーター養成講座とフォローアップ講座を実施することで、講座の講師となる

キャラバン・メイトの活動の充実を図ります。 
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●転倒予防体操推進員の養成と活動支援 

≪現 状≫ 

てんとうむし体操（転倒予防体操）の普及（P.１１７）を行う「転倒予防体操推進員」を養成す

るため、平成２７（２０１５）年度から、転倒予防体操推進員養成講座を実施しています。 

転倒予防体操推進員に対しては、身近な地域において主体的な活動ができるよう、保健師が

活動場所へ出向いての支援や研修会の開催などを実施しています。 

平成３０（２０１８）年度からは、転倒予防体操を普及している団体（転倒予防体操推進団体）

に対して、補助金を交付しています。 

 

転倒予防体操推進員の状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

新規登録者数（人） 19 15 15 

転倒予防体操推進員数（人） 119 126 127 

 

転倒予防体操推進員への各種活動支援状況（各年度末時点） 

 
平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

地区活動支援（種類） 105 101 58 

地区会開催（回） - 1 1 

健康フェア参加支援（種類） 5 5 3 

研修会開催（回） 3 4 3 

 

転倒予防体操推進団体補助金の交付状況（各年度末時点） 

 平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

転倒予防体操推進団体補助金 

交付団体数（団体） 
9 11 

 

≪今後の取り組み≫ 

第８期計画においても、地域での転倒予防体操推進員の活動を支援するとともに、転倒予防

体操推進員養成講座を継続して実施していきます。 
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④地域住民や地域で活動する事業者による見守り活動の推進 【担当部署：高齢者支援課】 

≪現 状≫ 

地域住民や民生委員・児童委員、高齢者相談員、高齢者宅を訪問する機会がある事業者な

どが、高齢者の異変を感じた際に、高齢者相談センターへ連絡・相談する習志野市高齢者見守

りネットワーク事業を推進しています（P.9３）。 

これまで、声かけや訪問による見守り活動を支援するツールとして、高齢者相談センター等の

通報先一覧を確認できる連絡先カードやリーフレット等を作成し、配布しました。 

また、平成２３（２０１１）年５月に発足した「習志野市高齢者見守り事業者ネットワーク」は、令

和元（２０１９）年度末時点で４１事業者と協定を締結しています。 

平成27（２０１５）年度からは、協定を締結した事業者による見守りや高齢者に関する困りご

との対応例などを情報共有し、事業者の連携強化を図るため、「習志野市高齢者見守り事業者

ネットワーク協力事業者連絡会」を開催しています。 

 

高齢者見守り事業者ネットワーク協力事業者の状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

協定締結事業者数 45 43 41 

※閉業により、協定を解除した事業者があるため減少 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

第８期計画においても、取り組みを継続します。 

「習志野市高齢者見守り事業者ネットワーク」について、事業者の協力を募り、連携体制の強

化を図ります。 

 令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

協定締結事業者数 
増加 

（前年度比） 

増加 

（前年度比） 

増加 

（前年度比） 
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⑤地域の高齢者の「通いの場」の確保  【担当部署：高齢者支援課】 

≪現状と課題≫ 

「通いの場」としては、地域の一般高齢者を対象に、本市が養成した市民ボランティアの転倒

予防体操推進員（P.13１）がリーダーとなり、介護予防を行う転倒予防体操推進団体と、すべ

ての高齢者を対象に、より身近な場所で月1回以上の体操や運動、趣味活動などの介護予防

につながる活動を行う住民主体の集まりである地域テラス等があります。 

転倒予防体操推進団体や地域テラスに対しては、平成30（２０１８）年度から補助金を交付し

ています。 

その他、関連する地域活動としては、地域の誰もが参加できる場として、社会福祉法人などが

運営する認知症カフェ（ならしのオレンジテラス）があります（P.9２）。 

高齢者に就労の場を提供しているシルバー人材センターや高齢者が参加できる多くの地域

活動の場など、地域の高齢者の「通いの場」を確保していくことが必要です。 

 

地域の高齢者の「通いの場」への参加状況（令和元（2019）年度末時点） 

 
令和元 

（2019）年度 

地域介護予防活動（延べ）(人） 

 

てんとうむし体操（転倒予防体操） 30,601 

地域テラス 181 

高齢者のつどい（高齢者相談センター） 3,165 

合 計 33,947 

高齢者の社会参加（延べ）(人） 

 

あじさいクラブ（老人クラブ） 2,434 

さくらの家（サークル利用者） 11,493 

芙蓉園（サークル利用者） 21,245 

寿学級 4,830 

ふれあい・いきいきサロン 12,247 

合 計 52,249 

 

その他、関連する地域活動（令和元（2019）年度末時点） 

 
令和元 

（2019）年度 

認知症カフェ（延べ）(人） 

 
認知症カフェ（ならしのオレンジテラス） 1,138 

合 計 1,138 

高齢者の就労活動（延べ）(人） 

 シルバー人材センター 115,570 

 合 計 115,570 
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≪今後の取り組みと目標≫ 

地域の高齢者の「通いの場」として、地域介護予防活動や高齢者の社会参加の場への継続

的な支援を行うとともに、新たな「通いの場」の把握に努め、地域の高齢者の８％が「通いの場」

へ参加している状態を目指します。 

 
令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

地域介護予防活動の参加者の合計数 

（延べ）（人） 
34,000 34,500 35,000 

高齢者等実態調査で、 

地域の高齢者の「通いの場」へ 

参加していると回答した人の割合（％） 

― 8.0 ― 

 

地域の高齢者の「通いの場」 
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高齢者が参加するすべての地域活動 
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⑥習志野市社会福祉協議会による活動 【担当部署：社会福祉協議会】 

  

●ふれあい・いきいきサロン（地域サロン） 

≪現 状≫ 

地域の人たちが集う食事会・茶話会・情報交換をはじめ、参加者が講師となった手芸・趣味

活動、ゲーム・レクリエーション活動、健康体操、健康チェック等の活動を各支部（１６地域）で行

っています。 

また、これら各支部が実施するサロンに加え、地域住民が歩いて行ける、より身近な場所で実

施している住民同士の交流や仲間づくり、生きがいづくり、閉じこもり予防・介護予防などを行う

地域住民の集まりに対して、助成を行っています。 

 

ふれあい・いきいきサロン（地域サロン）の実施状況（各年度末時点） 

 平成29 
（2017）年度 

平成30 
（2018）年度 

平成31 
（2019）年度 

ふれあい・いきいきサロン 
（地域サロン）設置数（か所） 

43 44 48 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

地域住民が住み慣れた地域で孤立せず、いつまでも安心して生活ができる地域づくりにつな

げていくため、引き続き、ふれあい・いきいきサロンを実施し、助成を行うとともに設置数の拡大を

目指します。 

 令和3 
（2021）年度 

令和4 
（2022）年度 

令和5 
（2023）年度 

ふれあい・いきいきサロン 
（地域サロン）設置数（か所） 

54 59 64 

 

●住民参加型家事援助等サービス事業 

≪現 状≫ 

地域の高齢者を中心に、障がいのある人や子育て中の家庭を対象として、掃除、外出のお手

伝い、話し相手など、日常生活のちょっとした困りごとを、地域住民同士で助け合うサービスを実

施しています。 

現在１６支部中9支部で実施しており、有償（１時間４００円～５００円）で行っています。 

 

≪今後の取り組み≫ 

習志野市社会福祉協議会では、本事業を支える協力員の募集だけでなく、習志野市ボラン

ティア・市民活動センターとも連携し、協力員の発掘・育成にも努めながら、未実施の7支部につ

いても、実施に向けて取り組んでいきます。 

また、住民の困りごとに対応している機関の発掘、連携についても検討していきます。 
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●三世代交流と想いを届ける出前講座 

≪現 状≫ 

地域の行事での「三世代交流」、学校などを含めた「世代間交流」を行っています。 

また、障がいのある人やその家族などで構成されている団体の協力をいただき、当事者自身

やその家族が学校や地域住民の集まりを訪問し、障がいのある人や高齢者、また、それぞれが

取り組んでいる活動について直接話をする「想いを届ける出前講座」を実施しています。 

 

≪今後の取り組み≫ 

習志野市社会福祉協議会の広報紙やホームページで、「三世代交流」や「世代間交流」の

取り組みを紹介していきます。 

また、ホームページに掲載している福祉図書目録を活用して、「想いを届ける出前講座」の普

及に努めます。特に「想いを届ける出前講座」については、学校の福祉教育だけでなく、地域で

行われている勉強会で活用していただけるよう、働きかけを行います。 
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基本施策４－２ 高齢者の社会参加の促進 
 

高齢になると心身の機能の低下などから、不安感・孤独感が高まってくる傾向にあり、高齢者

が明るく活力に満ちた生活を送るためには、生きがいを見出し、持ち続けることが大切です。 

高齢者がこれまで培ってきた知識・技能を地域社会で活かすことが、生きがいや地域の活力

を生み出し、また、高齢者自身の健康づくり、介護予防にもつながります。 

これらを踏まえ、高齢者が性別や年齢を超えて地域の人々と交流し、ともに活動できるよう地

域で活躍する場の支援や整備を推進していきます。 

 

①高齢者の就業支援  【担当部署：高齢者支援課】 

 

●シルバー人材センター補助事業 

≪現 状≫ 

定年退職後などの高齢者に対して、生きがいの充実や社会参加の促進を図ることを目的に、

地域に密着した仕事を提供している、公益社団法人習志野市シルバー人材センターに対し、運

営費などの補助を行っています。 

 

シルバー人材センター会員登録数などの状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

会員登録数（人） 958 951 952 

契約件数（件） 2,767 2,590 2,656 

就業人数（延べ）（人） 109,869 113,024 115,570 

就業率（％） 89.6 92.4 89.4 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

高齢化が進展する中で、高齢者が持つ知識や技能を活かし、就業を通じて生きがいの充実

や活力のある地域社会づくりに寄与できるよう、支援を継続します。 

また、会員の増強活動や就業開拓などにも取り組んでいただき、魅力あるシルバー人材セン

ター運営をお願いしていきます。 

 令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

シルバー人材センター 

会員登録数（人） 
― ― 1,100 
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②老人クラブ活動の支援  【担当部署：高齢者支援課】 

 

●あじさいクラブ活動事業 

≪現状と課題≫ 

高齢者の健康増進や会員相互の親睦を目的とした老人クラブの合同組織として、「習志野

市あじさいクラブ連合会」を組織し、各種スポーツ大会や芸能大会など、年間を通して実施して

いる活動に対し、支援を行っています。 

会員の高齢化に伴い、各事業の参加者が減少傾向にあるため、高齢者が積極的に参加でき

る環境づくりを検討する必要があります。 

 

老人クラブ数および会員数の状況（各年度4月1日時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

単位クラブ数 52 53 53 

会員数（人） 2,455 2,438 2,434 

※習志野市あじさいクラブ連合会加入団体 

 

習志野市あじさいクラブ連合会主催事業の参加状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

高齢者スポーツ大会（人） 442 375 368 

グラウンドゴルフ大会（人） 156 170 161 

パークゴルフ大会（人） 169 （雨天中止） 152 

ペタンク大会（人） 54 53 63 

芸能大会（人） 708 407 662 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

高齢者が住み慣れた地域で元気に活動することで地域の活性化につながり、地域社会が豊

かになることが期待されるため、第８期計画においても、引き続き、あじさいクラブ活動を支援し

ます。 

 令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

1単位クラブあたりの会員数 
2人増 

（前年度比） 

2人増 

（前年度比） 

2人増 

（前年度比） 

各種大会参加者数（人） 
増または現状維持 

（前年度比） 

増または現状維持 

（前年度比） 

増または現状維持 

（前年度比） 
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③老人福祉センターの運営 【担当部署：高齢者支援課】 

≪現 状≫ 

本市では、市内在住の６０歳以上の人が利用できる老人福祉センターを２か所設置（老人福

祉センターさくらの家、高齢者福祉センター芙蓉園）し、指定管理者による運営を行っています。 

指定管理者制度の導入から１０年以上が経過し、指定管理者による運営が定着しており、健

康づくりや各種講座の開催といった、法人独自の取り組みが好評を得ています。 

 

老人福祉センターの利用状況（各年度末時点） 

 
老人福祉センターさくらの家 高齢者福祉センター芙蓉園 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

一般利用者（人） 61,098 57,901 47,239 58,615 58,025 51,859 

団体利用者（人） 759 470 398 2,695 3,271 3,097 

 

≪今後の取り組み≫ 

生きがいを持って日常生活を送ることや運動習慣を継続すること等により、心身の機能を維

持し、要支援・要介護状態を予防することが期待されます。 

また、地域の高齢者の「通いの場」（P.13３）や介護予防教室の開催場所として活用すること

も可能であるため、第８期計画においても運営を継続します。 
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④高齢者の地域交流の支援  【担当部署：高齢者支援課】 

 

●高齢者ふれあい元気事業 

≪現状と課題≫ 

高齢者を敬愛し、多世代による地域交流を促進することを目的に、地域や町会などが主催す

る各種事業（地域まつり、高齢者を交えた交流会など）に対し、補助金を交付しています。 

事業開始以来、約８割の町会により活用されていますが、補助金を活用していない町会に対

し、啓発していく必要があります。 

 

高齢者ふれあい元気事業の実施状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

全体町会数 252 251 250 

実施町会数 206 202 195 

実施率（％） 81.7 80.5 78.0 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

高齢者と地域の人が交流し、安全で安心して暮らせるまちづくりの一助として、引き続き、補

助を行うとともに、実施率の向上を目指します。 

 令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

実施率 
1.0％増 

（前年度比） 

1.0％増 

（前年度比） 

1.0％増 

（前年度比） 
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⑤生涯学習参加への支援 【担当部署：社会教育課】 

≪現状と課題≫ 

市内公民館では、高齢者の生きがいと社会参加を促進するため、毎週水曜日に60歳以上の

人を対象とした「寿学級」をはじめ、各種講座を開講しています。 

「寿学級」では、年間延べ約6,000人の学級生が一般教養やレクリエーション等の学習を通

し、親睦を図っています。 

また、多様化するニーズに対応したテーマや地域参加のための講座にも取り組んでいます。 

市内公民館それぞれの地域の特色を活かしたまちづくりについて学び、実践する地域学習圏

会議は、世代を超えた人々が交流・参加する場となっています。 

しかし、これら講座などの参加者は固定化・減少傾向にあり、新たな参加者の拡大が課題で

す。 

「市民カレッジ」については、平成７（１９９５）年度から開講し、高度化する市民の学習ニーズ

に応えてきました。 

令和元（２０１９）年度までに合計１,７６４名が卒業しており、今後も卒業生が地域で活躍でき

る機会と学習内容を拡充していく必要があります。 

 

生涯学習の参加状況（各年度末時点） 

 平成29 

（2017）年度 

平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

寿学級 

参加者数（延べ）（人） 
5,784 5,730 4,830 

市民カレッジの60歳以上の 

受講生数（人） 
64 72 62 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

公民館の講座については、地域の高齢者の参加を促進するため、多様化するニーズに応えら

れる魅力的な講座や学習内容の拡充に努めます。 

市民カレッジについては、定期的な学習内容の見直しと、活動内容のPRに努め、参加者の拡

充に努めます。 

 令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2022）年度 

令和5 

（2023）年度 

寿学級 

参加者数（延べ） 
約6,000人の維持 約6,000人の維持 約6,000人の維持 

市民カレッジの60歳以上 

の受講生数（人） 
70 70 70 
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⑥生涯スポーツ参加への支援 【担当部署：生涯スポーツ課】 

≪現状と課題≫ 

スポーツ推進委員が主催する「スポーツ奨励大会」や、市民スポーツ指導員が企画・運営す

る「地区活動」において、高齢者が参加しやすいスポーツイベントが開催され、多くの人が参加

しています。 

また、本市と協働で立ち上げた３つの総合型地域スポーツクラブにおいては、多くの高齢者が

会員として活動し、スポーツを通じた健康づくりはもちろんのこと、地域の人とのコミュニケーショ

ンづくりに役立っています。 

さらに、公益財団法人習志野市スポーツ振興協会では、高齢者のニーズに応じたプログラム

や取り組みやすい運動メニューを提供しています。 

平成３０（２０１８）年度に実施した「習志野市スポーツ・運動に関する市民アンケート」による

と、高齢者のスポーツ・運動の実施率は他の年代に比べて高いことが分かっていますが、普段運

動する人やイベント・行事への参加者は固定化している傾向があり、いかに普段運動していない

高齢者の参加につなげられるかが課題です。 

 

生涯スポーツの参加状況（各年度末時点） 

 平成30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

総合型地域スポーツクラブ（3クラブ）の 

60歳以上の会員数（人） 
369 366 

スポーツ奨励大会（歩け歩け大会）の 

60歳以上の参加者数（人） 
107 71 

 

≪今後の取り組みと目標≫ 

引き続き、高齢者が参加しやすいプログラムやイベントを企画し、高齢者が積極的に取り組み、

楽しむことができるよう庁内関係各課やスポーツ推進団体と連携を図り、支援を行います。 

 令和3 

（2021）年度 

令和4 

（2021）年度 

令和5 

（2022）年度 

総合型地域スポーツクラブ（3クラブ）の 

60歳以上の会員数（人） 
400 400 400 

スポーツ奨励大会（歩け歩け大会）の 

60歳以上の参加者数（人） 
150 150 150 
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⑦バリアフリーのまちづくりの推進  【担当部署：都市計画課】 

≪現 状≫ 

高齢者や障がい者などの移動が困難な人が、住み慣れた地域で自立した生活を送れるよう、

平成１８（２００６）年に施行された「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」

に対応した整備を推進するため、平成１７（２００５）年３月に策定した「交通バリアフリー基本構

想」を発展的に見直し、平成２６（２０１４）年１０月に「習志野市バリアフリー移動等円滑化基本

構想（以下、基本構想）」を策定しました。 

基本構想の基本理念を「誰もが心身ともに快適に移動できる やさしいまちづくり」とし、心の

バリアフリー（障がい等に対する正しい理解や支援体制の充実など）とハード面の整備（駅やバ

ス・タクシー、歩道、信号機などのバリアフリー整備）により、安全に安心して外出や施設利用が

できる環境をつくり、心身ともに健やかに暮らすことができる、やさしいまちづくりを進めています。 

令和２（２０２０）年度までに掲げていたノンステップバス導入率については、目標値の７０％を

達成しました。 

 

≪今後の取り組み≫ 

基本構想において重点整備地区に選定した3地区「JR 津田沼駅・新京成新津田沼駅周辺

地区」「京成津田沼駅周辺地区」「新習志野駅周辺地区」について、令和７（２０２５）年度を目

標年度とする基本構想に基づいた「習志野市バリアフリー移動等円滑化特定事業計画」により、

一体的なバリアフリー整備を図ります。 

また、重点整備地区以外の地区についても、高齢者や障がい者などが円滑に通行できるよう、

道路や公共施設などの新設・改築にあわせて、順次バリアフリー整備を推進します。 

 

参考：習志野市バリアフリー移動等円滑化特定事業計画における目標 

当該地区内の主要施設を結ぶ経路のうち、重点的にバリアフリー化を図るべき経路である

「生活関連経路」について、障がい者誘導用ブロック設置や歩道の段差改善を推進すると共に、

バリアフリー対応信号機整備を促進します。（令和 7（2025）年度 整備率 100％） 
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第５章 各施策の個別目標のまとめ 
 

 

基本目標１ 自分に合った生活場所と介護サービスの充実 
 

 

指 標 

第８期計画の個別目標 

令和３ 

（２０２１）年度 

令和４ 

（２０２２）年度 

令和５ 

（２０２３）年度 

 

基本施策1－1 介護サービスの提供体制の整備 

 

認知症グループホームの合計定員数 1８８人（新規整備分：36人） 

小規模多機能型居宅介護または 

看護小規模多機能型居宅介護の合計定員数 
116人（新規整備分：２９人） 

基本施策1－2 高齢者の住まいの確保 

 高齢者向け住まいの供給量 
高齢者人口（65歳以上）の３％以上 

１，２６０人以上（見込） 

基本施策1－３ 介護サービスの質の確保 

 指定事業者の実地指導実施事業所数 16事業所 16事業所 17事業所 

 （実地指導の実施率） （17.2%） （16.７%） （17.0%） 

 集団指導実施回数 1回 1回 1回 

 介護サービス相談員の派遣 14人 14人 14人 

 介護サービス相談員受入れ事業所数 80事業所 83事業所 85事業所 

 介護サービス相談員の訪問回数（延べ） 672回 672回 672回 

基本施策1－４ 介護給付の適正化 

 重度変更率（千葉県とのかい離） ― ― 
０．５ポイント 

以内 

 居宅介護支援事業所の実地指導実施事業所数 10事業所 10事業所 10事業所 

 ケアプラン点検件数 ２00件 ２00件 ２00件 

 集団指導実施回数 1回 1回 1回 

 縦覧点検実施率 70.0% 80.0% 90.0% 

 医療費突合実施率 70.0% 80.0% 90.0% 
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基本目標２ 安定した日常生活のサポート 
 

 

指 標 

第８期計画の個別目標 

令和３ 

（２０２１）年度 

令和４ 

（２０２２）年度 

令和５ 

（２０２３）年度 

 

基本施策2－1 高齢者相談センター（地域包括支援センター）の運営 

 
地域ケア会議（圏域・個別）の開催数 ２０回 ２０回 ２０回 

基本施策２－2 介護予防・日常生活支援総合事業（介護予防・生活支援サービス事業） 

 多様な主体によるサービスの担い手を養成する 
研修受講修了者と事業所とのマッチング 

２回 ２回 ２回 

基本施策２－3 医療と介護の連携体制の構築 

 高齢者等実態調査で、高齢者相談センターが 
果たしている役割を「多職種連携マネジメント」 
と回答した事業者の割合 

― 25.0％ ― 

基本施策２－4 認知症施策の推進 

 
認知症サポーター養成講座受講者数 500人 500人 500人 

 
認知症サポーター養成講座実施教育機関数 

増加 
（前年度比） 

増加 
（前年度比） 

増加 
（前年度比） 

 
認知症サポート事業所登録数 ８０事業所 ９０事業所 １00事業所 

 認知症初期集中支援チームの 
支援対応を終了した人のうち、 
医療・介護サービスにつながった件数の割合 

６５．０％以上 ６５．０％以上 ６５．０％以上 

基本施策２－5 高齢者の見守り 

 習志野市SOSネットワークにより 
発見できない行方不明高齢者の数 

0人 0人 0人 

基本施策２－6 高齢者の権利擁護 

 消費者被害相談事例などの 
関係機関への情報提供の頻度 

３か月毎 ３か月毎 ３か月毎 

 成年後見制度の 
まちづくり出前講座の実施回数 

５回 ６回 ７回 

 
成年後見センターによる法人後見新規受任件数 ― ― ５件 
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基本目標３ いつまでも元気に暮らせる健康づくり 
 

 

指 標 

第８期計画の個別目標 

令和３ 

（２０２１）年度 

令和４ 

（２０２２）年度 

令和５ 

（２０２３）年度 

 

基本施策3－1 成人期から取り組む健康づくり 

 
小・中学校での健康教育の実施数 1８校 ２０校 ２３校 

 
健康づくり推進員の人数 ２５人 ー ３０人 

 
特定健康診査受診率 3８．0％ 3９．0％ ４０．0％ 

 高齢者等実態調査で、 

定期的に歯科受診(健診含む)をしていると 

回答した人の割合（一般高齢者） 

－ ６５．0％ － 

 高齢者等実態調査で、 

定期的に歯科受診(健診含む)をしていると 

回答した人の割合（在宅要支援認定者など） 

－ 50．0％ － 

 高齢者等実態調査で、 

1年以内にがん検診を受けていると 

回答した人の割合（一般若年者） 

－ ５０．0％ － 

 高齢者等実態調査で、 

1年以内にがん検診を受けていると 

回答した人の割合（一般高齢者） 

－ ５０．0％ － 

 後期高齢者健康診査受診率 ３９．８％ ４０．８％ ４１．８％ 

基本施策3－2 介護予防・日常生活支援総合事業（一般介護予防事業） 

 リハビリテーション職による 

介護予防講座の開催数 
２０回 ２０回 ２０回 

 地域運動習慣自主化事業（まちでフィットネス） 

立ち上げ支援団体数 
４団体 ４団体 ４団体 

 
介護予防教室参加者の合計数 １50人 １50人 １50人 

 介護予防教室参加者のうち、 

地域の高齢者の「通いの場」につながった人の数 
２0人 ２0人 ２0人 

 介護予防教室参加者のうち、 

運動習慣化の意識を持っている人の割合 
80.0％ 80.0％ 80.0％ 

 介護予防教室参加者のうち、 

生活機能が維持・向上している人の割合 
80.0％ 80.0％ 80.0％ 
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基本目標４ 地域で支え合う仕組みの拡大 
 

 

指 標 

第８期計画の個別目標 

令和３ 

（２０２１）年度 

令和４ 

（２０２２）年度 

令和５ 

（２０２３）年度 

 

基本施策4－1 高齢者を地域で支える仕組みの拡大 

 住民主体による通所型サービスを提供する団体数 １団体 ３団体 ５団体 

 住民主体による訪問型サービスを提供する団体数 １団体 ２団体 ３団体 

 地域テラスを提供する団体数 １０団体 １１団体 １２団体 

 地域ケア推進会議の開催数 ２回 ２回 ２回 

 地域ケア会議（圏域・個別）の開催数 ２０回 ２０回 ２０回 

 地域ケア個別会議のうち、 

「介護予防自立支援検討会議」の開催数 
５回 ５回 ５回 

 地域ケア個別会議のうち、 

「介護予防自立支援検討会議」における 

各圏域のケアマネジャーの参加率 

６０．0％ ６０．0％ ６０．0％ 

 市認定ヘルパー養成講座修了者のうち、 

習志野市ボランティア・市民活動センターへ 

登録または緩和した基準によるサービス事業所へ 

登録する人の割合 

100.0％ 100.0％ 100.0％ 

 市認定ヘルパー養成講座修了者のうち、 

ボランティアまたは緩和した基準による 

サービス事業所などの多様なサービスの提供に 

携わる人の割合 

３０．0％ ３５．0％ ４０．0％ 

 市民後見人養成講座修了者のうち、 

習志野市成年後見センターへ登録する人の数 
― ― ２０人 

 
認知症サポーター養成講座受講者数 500人 500人 500人 

 
認知症サポーター養成講座実施教育機関数 

増加 

（前年度比） 

増加 

（前年度比） 

増加 

（前年度比） 

 
高齢者見守り事業者ネットワーク協定締結事業者数 

増加 

（前年度比） 

増加 

（前年度比） 

増加 

（前年度比） 

 地域介護予防活動の参加者の合計数（延べ） 3４,０００人 3４,５００人 3５,０００人 

 高齢者等実態調査で、 

地域の高齢者の「通いの場」へ参加していると 

回答した人の割合 

― ８.0％ ― 

 ふれあい・いきいきサロン（地域サロン）設置数 ５４か所 ５９か所 ６４か所 
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指 標 

第８期計画の個別目標 

令和３ 

（２０２１）年度 

令和４ 

（２０２２）年度 

令和５ 

（２０２３）年度 

 

基本施策4－2 高齢者の社会参加の促進 

 
シルバー人材センター会員登録数 ― ― 1,100人 

 あじさいクラブ活動事業 

１単位クラブあたりの会員数 

2人増 

（前年度比） 

２人増 

（前年度比） 

２人増 

（前年度比） 

 
あじさいクラブ活動事業 

各種大会参加者数 

増または 

現状維持 

（前年度比） 

増または 

現状維持 

（前年度比） 

増または 

現状維持 

（前年度比） 

 
高齢者ふれあい元気事業実施率 

1.0％増 

（前年度比） 

1.0%増 

（前年度比） 

1.0%増 

（前年度比） 

 
寿学級 参加者数（延べ） 

約6,000人の

維持 

約6,000人の

維持 

約6,000人の

維持 

 
市民カレッジの60歳以上の受講生数 ７０人 ７０人 ７０人 

 総合型地域スポーツクラブ（３クラブ）の 

60歳以上の会員数 
4００人 4００人 4００人 

 スポーツ奨励大会（歩け歩け大会）の 

60歳以上の参加者数 
1５０人 150人 15０人 

 

 

 

 

 

 


